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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

三泉化成 株式会社

代表取締役社長 本田 隆介氏

取引店 福岡銀行 本店営業部

ミナト機工 株式会社

代表取締役社長 山下 士氏
取引店 福岡銀行 黒崎支店

親和銀行 小倉支店

株式会社 エストロワ

代表取締役 中村 修一氏

取引店 熊本ファミリー銀行 下通支店

長建工業 株式会社

代表取締役 河野 誠氏

取引店 親和銀行 時津支店

頭取の企業訪問
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に聞く�

押出成形の生産委託からスタート
－１９６８年（昭和４３年）４月、三泉商
事株式会社として産声を上げた当
社は、縁あって東レ株式会社との
業務提携により、東レ向けのガラ

おしだしせいけい

ス繊維（ＦＲＴＰ）等の押出成形を
手掛けることになりました。６９
年（昭和４４年）１月に現在の社名
である三泉化成株式会社へ社名変
更した後、同年１０月に現在の九
州工場が完成し、操業を開始して
います。
創業期の主体事業は、家電やＯ
Ａ機器等の精密部品におけるプラ

しゃしゅつせいけい

スチックの射出成形です。７７年
（昭和５２年）１０月には、射出成形
の一層の強化を図る為、関東工場
を建設しました。
また、この頃から日産自動車株
式会社九州工場の２次下請の仕事
を僅かではありますが受注するよ
うになったことから、２年後の
７９年（昭和５４年）には、当社九州
工場内に射出成形の専用工場を新
築し、新たな受注への対応準備も
進めました。
その後、業績も順調に推移して
いたものの、９０年代になると、
次第に「価格破壊」が巷の流行語
となり、当社が受注していた家電

やＯＡ機器等の生産拠点も次第に
海外へ移転するようになったこと
に加え、ガラス入り樹脂コンパウ
ンド事業を縮小したことも影響し、
売上高が減少する日々が暫く続き
ました。

自動車産業への本格的な参入
－そのような中、９０年（平成２年）
にトヨタ自動車が九州進出を正式
に決定したことをきっかけに、当
社もこれから生き残っていく道を
「自動車産業への傾注」であると
明確に方針を定めていましたが、
９２年（平成４年）にトヨタ自動車
九州株式会社として工場が稼動し
たことで、当社も本格的に自動車
産業へ事業のターゲットを絞って
アプローチを開始しました。
９７年（平成９年）、長年のアプ
ローチがようやく実を結び、トヨ
タ自動車九州株式会社から、地場
企業初の１次下請としてバンパー
成形と塗装の受注を頂くことが出
来ました。
実際に取引が始まると、生き
残っていく為の方針を一段と押し
進めていくには、設備の大型化と
他社に無い独自性の両方を追求し
ていく必要があるとの結論に至っ
たことから、まず、最初の取り組
みとして、２００２年（平成１４年）に
プラスチック製品に木目調の特殊
塗装を可能にする水圧転写塗装装
置を導入した九州工場第二工場を
稼動させ、翌０３年（平成１５年）に
は、マツダ株式会社の防府工場向
けに部品を供給する拠点となるべ
く、２，５００トンの大型射出成形機

を導入した工場を増設しました。
その後も、増設等による生産設
備の拡大・強化を随時行ったこと
で、現在では１，１００～３，０００トン
の大型射出成形機を複数台（５台）
保有しています。九州地区でこれ
だけの規模を有する企業は、車台
メーカーの他には当社以外無いと
自負しています。
おかげさまで、現在では車台
メーカー４社（トヨタ、日産、マ
ツダ、ダイハツ）のグループ企業
とお取引頂いております。

人材に支えられた高度な技術
－当社は、車台メーカーからの技
術指導のほか、独自での勉強会も
継続的に行っており、メーカー毎
に異なっている仕様や品質の見方
にも対応出来るような体制を構築
しています。また、当社九州工場
には、九州でも数少ないプラス
チック成形の特級技能士が３名、
また１級および２級技能士も数十
名所属するなど従業員の能力も非
常に高いことから、お取引先から
どの様なオーダーを頂いても対応
出来ることが強みとなっています。
従業員の力があってこそ会社は
成り立つものと私は考えています。
その為、リーマンショック以降、
自動車業界は暫く厳しい時期を迎
え、当社も同じような状況になり
ましたが、従業員に対するリスト
ラは一切行っておりません。その
結果として、従業員の奮起により
業績も回復してきています。

三泉化成 株式会社
代表取締役社長

本田 隆介氏
■創 業：１９６８年４月 ■設 立：１９６８年４月
■所 在 地：福岡市中央区 ■資 本 金：８，０００万円
■従 業 員：３６４名
■事業内容：押出成形、射出成形、樹脂塗装、印刷、各種組立・加工
■事業拠点：福岡市中央区（本社）、福岡県鞍手郡、栃木県宇都宮市（工場）
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「車の次は車」に備えた戦略
－福岡県や九州財界で論じられて
久しい北部九州自動車１５０万台先
進生産拠点推進構想ですが、九州
の車台メーカーは、国内の生産拠
点の中でも最新鋭の設備機器を備
えていることに加え、１次下請等
の関連企業各社についても中心工
場としての位置付けをしている先
が殆どです。その為、私個人とし
ては、あと１０年間は九州地区の
自動車産業は安定して推移するも
のと考えています。
また、自動車については、軽量
なうえに加工しやすい特性を持つ
プラスチックという素材から逃れ
ることは難しいとも考えています。
今後は、新たな処理方法等の開発
に注力するとともに新規事業も立
ち上げ、「部品」以外の自動車に
関する事業分野にも対応出来るよ
う準備を進めております。

品質への飽くなき挑戦
－今後については、毎年１０％の
コストダウンを進めるＡＩＣＤ１０

（All Items Cost Down）活動を展開
することにより、原価率の改善を
進めていく予定です。また、現場
での「５Ｓ（整理・整頓・清掃・
清潔・躾）」を徹底することによっ
て、ネジ１本の落下も把握出来る
ような「工場の見える化」を目指
し、生産性と品質の向上に繋げて
いきたいとも考えています。
これらの取り組みにより、当社
製品の品質に対する信頼度が上昇
するだけでなく、４車台メーカー
に対する直納部品メーカーを目指
しての営業活動や、車台メーカー
等による部品の現地調達ニーズに
も柔軟且つ機敏な対応が可能とな
り、当社の経営理念である「企業
を永遠に存続させ社会に貢献す
る」と品質方針である「客先要求
を満足させる品質造り」の実現が
出来るものと考えます。
これらの実現に向けて、私の好
きな言葉でもある「燻銀（いぶし
ぎん）」の精神で、一歩ずつ着実
に取り組んでいく所存です。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

従来からの自動車関連企業と
は異なり、メーカーの系列を超
えて自動車部品の製造に取り組
まれていますが、各社ごとに異
なる品質基準や製品仕様等を満
足させる為には、並々ならぬご
苦労があったものとお察し致し
ます。これも高い技術水準に加
えて、設備投資に積極的に取り
組まれてこられた結果ではない
でしょうか。
今後も、部品以外の自動車関
連事業等への積極的な取り組み
とともに、高い品質の追求によ
る一層の信頼度向上で、益々ご
発展されることを祈念致します。

３，０００トン射出成形機の説明 金型の整備風景 工場見学の様子

射出成形した自動車部品 射出成形用金型の説明 左から坪島常務、本田社長、谷頭取、武藤会長、
吉田本店営業部長、柏木課長
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に聞く�

産業の発展に不可欠な鍛造製品を
供給
－当社は今から７３年前の１９３７年
（昭和１２年）に九州精密機械製作
所として創業して以来、産業の発
展に不可欠な鍛造製品を提供して
参りました。
１９４９年（昭和２４年）頃からは、現
在の主力製品の一つである、「フ
ランジ」という配管に使用される
継ぎ手の生産を手掛けるようにな
りました。そして、６９年（昭和４４
年）に、フランジの品質や生産効
率の向上を図るため、現在の本社
がある夕原工場団地に工場を建設
して鍛造、機械加工部門の設備を
増強し、鍛造形式でのフランジ生
産に本格的に取り組んで参りました。
私が社長に就任した８７年（昭和

６２年）以降は、それまで培ってき
た鍛造の技術や設備を更に充実さ
せるとともに、強度的に優れた性
質を持つ鍛造品の特性を活かすべ
く、産業用機械等他分野の製品の
生産も開始いたしました。また、
鋼材の仕入取引を行っていた商社
の販路を活用し、北九州以外にも
販路を拡大してきました。
現在では、国内シェアの約２５％、

当社の売上の２割程度を占めるフ
ランジを始め、石油化学プラント、
発電所、各種大型機械等向けの鍛
造製品を関東、関西、北陸地方等
全国に展開しています。

鍛造製品の一貫生産で高品質、
短納期、低コストを実現
－鍛造とは、鍛錬の「鍛」と、造
るの「造」、つまり金属等を「鍛
えて造る」ということ意味してい
ます。具体的には鉄等の金属に熱
や力を加えることにより、形を変
えつつ、金属組織を強くする金属
の加工方法のことです。
鍛造製品の生産工程は、原材料
の受入から切断、そして鍛造・熱
処理・機械加工等に分かれており、
多くの鍛造メーカーはそのうち鍛
造の部分に特化し、原材料の切断
や熱処理、機械加工の部分は外注
しています。当社は、フランジの
生産において納品先から鍛造のみ
でなく機械加工まで求められてい
たこともあり、長年に渡り原材料
の受入から機械加工までの一貫生
産体制を構築して参りました。一
貫生産を行うことで、全ての工程
間で厳しい品質チェックを行うこ
とが可能になり、高品質な製品づ
くりの実現に繋がっています。ま
た、品質に加えて、工程、コスト
の管理も可能になるため、納期の
短縮や、低コスト化の実現にも貢
献しています。

“企業は人なり”との考えに基づき、
従業員育成、職場環境整備に注力
－現在、汎用品のフランジは中国
等海外からの輸入品が多く出回っ
ている為、当社では発電所や石油
化学プラントで使用されるフラン
ジ等の特殊かつ多品種少量製品の
生産に傾注しています。そうした
多品種少量生産においては、汎用
品以上に厳しい品質、工程管理が
求められるとともに、「匠」の世
界に近い特殊な技術が必要です。
そのため、当社では経営方針に“企
業は人なり”つまり、企業の主人
公は従業員であると掲げ、「匠」の
技術の発展、承継を始めとした従
業員の育成に注力しています。
育成と共に、従業員にとって働
きやすい職場を整備することが、
企業の発展にも繋がると考え、「３
Ｋ（きつい・汚い・危険）」と言わ
れる鍛造製品の生産現場の環境整
備にも取り組んでおります。

継続的な成長を図るため、
高付加価値分野に注力
－当社はこれまで主にフランジを
始めとした鉄関連の鍛造製品を手
掛けて参りましたが、鉄の鍛造製
品は汎用品を中心に海外の企業と
の競争が激しくなってきています。
当社では今後も継続的に成長を続
けていくための新たな取り組みと
して、既存技術の延長上にあり、
かつ現在の設備を活用することの
出来る、高付加価値製品づくりに
注力しています。

ミナト機工 株式会社
代表取締役社長

山下 士氏
■創 業：１９３７年１月 ■設 立：１９５３年１１月
■所 在 地：北九州市八幡西区 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：４６名
■事業内容：鉄鋼業（鍛造、機械加工）
■事業拠点：北九州市八幡西区（本社、工場）、福岡県直方市（工場）
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注力している高付加価値分野の
一つがアルミニウムや銅、チタン
等非鉄金属の鍛造です。非鉄金属
は鍛造・熱処理の際の温度管理や
機械加工等において、鉄以上に難
易度の高い技術が求められますが、
それだけ競合も少ない分野です。
当社では、これまで培ってきた鍛
造の技術を更に向上させることで、
売上に占める非鉄製品の割合を、
現在の１０％程度から早期に３０％
にまで引き上げたいと考えています。
非鉄金属とともに注力している
もう一つの高付加価値分野が、今
後国内外での拡大が期待される原
子力発電です。これまで原子力以
外の発電所向けに鍛造製品を納品
した実績はありますが、原子力発
電所は安全性等で他の発電所以上
に厳しい水準が要求されます。当
社では品質マネジメントに関する
国際規格であるＩＳＯ９００１の認証
を取得するなど、これまで以上に
品質管理を向上させることで、そ
うした厳しい水準をクリアし、原
子力発電所向け製品の販売拡大に

取り組んでいます。

将来を見据えて事業の
グローバル化を展望
－当社も将来的には事業のグロー
バル化を図っていく必要があると
考えています。ただし、グローバ
ル化といっても、大手企業のよう
に大掛かりなものではなく、中小
企業として「自社のできる範囲の
こと」から取り組んでいく方針で
す。具体的には、品質は重視しつ
つも、円高のメリットを享受でき
るように海外企業からの原材料調
達や、機械加工の海外企業への一
部委託、当社製品の海外での販売、
そして外国人従業員の活用等を考
えています。
当社はこれまで、経営方針に掲
げている“より良い製品を、より
早く、より安く、より安全に”の
実現に注力して参りました。今後
も、当社の基本姿勢である一貫生
産体制のもと、更なる品質、技術
の向上に努め、広く社会の発展に
貢献して参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社は鍛造品の生産において、
高品質、短納期、低コストを同
時に実現されておられます。こ
れは、長年に渡り一貫生産に取
り組んでこられたこと、そして
“企業は人なり”との考えに基
づき、従業員の育成等に注力さ
れてこられた賜物ではないかと
思います。
高付加価値分野へ注力しつつ、
将来的には事業のグローバル化
も視野に入れておられる等、中
長期的な展望を持って事業に取
り組まれておられる当社が、今
後も社会の発展に不可欠な存在
としてご活躍されることを期待
致します。

鍛造の様子 鍛造の様子 鍛造の様子

本社、工場外観 視察風景 左から稲永支店長、山下社長、谷頭取、山下専務
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に聞く�

エステティックサロンや
化粧品販売店のコンサルティング
からの出発
－当社は、エステティックサロン、
化粧品販売店などのコンサルティ
ングを行う会社として、１９９４年
（平成６年）に設立しました。現在、
総合エステティックサロン「グラ
サ」を中心に、毛穴コスメ＆トリー
トメント専門店「ポアレスラボ」、
ネイルサロン「ＧＡＮ」や東京、
大阪などのフィットネスクラブ内
提携サロンなど、直営・ＦＣ店合
わせて全国に６２店舗を展開し、
熊本と東京の２本社制で運営して
います。そのほか、中国などのア
ジア市場にも化粧品や美容関連商
品、美容サービスの輸出、販売を
手掛けています。また、フランス
政府許可団体「ＩＣＡＭ」（国際
試験機構）の日本支部や認定校で
もある美容スクール「グラサアカ
デミー」も運営しており、メイク
やネイル、アロマテラピーなどを
学ぶことが出来ます。

パーツケアに着目した
店舗展開により事業を拡大
－当社は、総合美容サービスをお
客様に提供しておりますが、以前

からクレンジングや洗顔の分野に
特に力を入れてきた中で、お客様
から毛穴の悩みに関するお声をた
くさん頂いていました。そのニー
ズにお応えしたのが日本初の毛穴
ケア専門店「ポアレスラボ」です。
約２年間の準備期間を経て、２００８
年（平成２０年）東京・表参道店オー
プン以来、三越、丸井、伊勢丹、
熊本・鶴屋などの大手百貨店に出
店しております。これらの店舗で
は、一般的な前払い回数券を発行
せず、料金を都度払いとしたシス
テムを導入しております。また、
施術時にあたっては着替える必要
が無く１時間内の短時間でお手入
れ出来る内容となっており、お客
様の「エステは高い、面倒だ」と
いった声にもお応え出来るように
なりました。おかげさまで全国の
メディアなどで多く取り上げて頂
いています。また、ポアレスラボ
の技術が導入出来るプログラムを
「ポアレスラボ・ライセンスサロ
ン」というパッケージにし、全国
のエステティックサロンや美容室
向けに加盟店募集を展開しており
ます。毛穴ケア専門店のほかにも、
ネイルサロン「ＧＡＮ」や痩身専
門「くびれがぁ～る」等のパーツ
ケアに着目した展開や、カラー
ヒーリングシステム「キャメス」
等の特化した店舗展開をしており、
それらのプログラムも並行して、
全国のエステティックサロンや美
容室等に向け、販売していきたい
と考えております。

新規開業支援及びエステコンサル
ティング部門ｅｍａｃの設立
－当社は、これから美容業界に新
規参入したいと考えている企業に
向けての化粧品ＯＥＭ供給や新規
開業支援、及び既存エステティッ
クサロンに対するコンサルティン
グ部門として「エステティック経
営分析センター（略称：ｅｍａｃ）」
を設立致しました。２２６項目から
なる経営分析項目により、店舗ご
との強みや弱みなどを分析し、今
後の経営についてのアドバイスを
行っています。このように、お客
様だけでなく、他サロン等に商品
やサービス、経営ノウハウを提供
することを通して、当社ブランド
の拡大に努めております。

常に社員が夢を持って
仕事に臨める体制づくり
－社名の「エストロワ」とは、フ
ランス語で「３つのＳ」です。「Ｓ」
とは、人によって成功は違います
が、「輝く女性の成功（Success）をサ
ポート（Support）する環境（System）
を提供したい」との願いを社名に
しています。そこには、お客様だ
けでなく、働くスタッフも、イキ
イキ、輝く女性であって欲しいと
いう願いも込めています。働く女
性にとってライフスタイルも多様
化し、結婚後や出産後も働きたい
という女性が増えております。そ
こで当社では、時代トレンドに合
わせ、はっきりと透明化された昇
進・昇給の「キャリアアップ制度」
があります。“何をいつまで目指

株式会社 エストロワ
代表取締役

中村 修一氏
■創 業：１９９４年１２月 ■設 立：１９９４年１２月
■所 在 地：熊本県熊本市 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：２０６名
■事業内容：総合美容サービス
■事業拠点：熊本県熊本市（九州本社）、東京都港区（東京本社）、

全国６２店舗（直営店・ＦＣ店）
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したいか！”により、美容知識・
技術の習得、資格取得を目指し、
その中で、営業目標は、自分で決
めます。一人一人が“夢”実現に
向け、それぞれのプランで達成し
ていくことが、会社の成長に繋
がっていると考えているからです。
“美しく輝きたい”という女性の
上昇志向に応え、女性が長く活躍
できる環境づくりも図っています。
習得した技術やノウハウを生涯活
かせるよう、結婚・出産・育児を
しながら勤務可能な「フレックス
制度」、将来独立を目指す人の
「パートナーシップ店制度」、自宅
中心の「ホームサロン制度」など、
ライフスタイルに合わせ選択出来、
最大限のバックアップをしています。

販売チャネルの幅を広げるととも
に中国での販路拡大も目指す
－今後の事業展開としては、百貨
店の持つ格調高いイメージや雑誌
等の知名度を活用して、毛穴ケア
専門店である「ポアレスラボ」の
直営店、または「グラサ」のＦＣ
店、及び当社商品を取り扱って頂

ける卸先の拡大を図ります。また、
更なる販売チャンネルの拡大の為
に、大手バラエティショップでの
「ポアレスラボ毛穴対策コスメ」の
販売を１１月よりスタートさせま
した。日頃直営店等にご来店頂い
ているお客様に対しては、モバイ
ル会員への登録により通信販売で
の購入も出来るようにすることで、
商品の拡販にも努めたいと思います。
さらに、中国も魅力的な市場の
ひとつと考えております。その為
現在、香港や台湾に加え、上海、
大連等中国に向けた輸出や当社商
品販売の加盟店作りを進めていま
す。特に中国をはじめとしたアジ
ア向けの商品はタイ等の海外で製
造することにより、製造コスト等
を抑え、これまでの富裕層に加え
て、中所得者層でも購入出来るよ
うな価格帯での販売を目指してい
ます。
これからも、当社のエステ関連
商品やサービスにより、女性の永
遠のテーマである「美」への追求
を十分にサポート出来るよう、精
進して参ります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

当社は、総合美容サービスの
提供に加えて、体のパーツに特
化した美容サービスも手掛けら
れ、非常に高い信頼をお客様か
ら獲得されていますが、これも
お客様からの悩みや要望に誠実
に対応してこられた結果である
と思います。
今後も、お客様に喜んで頂け
る美容サービスの提供と同時に、
新たな顧客市場の拡大にも取り
組まれることで、更にご発展さ
れることを祈念しております。

エストロワ九州本社ビル 基礎化粧品クレシェソワシリーズ 毛穴ケア専門店「ポアレスラボ新宿三越アルコット店」

グラサリュクス熊本店 ＧＡＮネイル エステティック経営分析センターセミナー風景 左から林頭取、中村社長、神永支店長
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に聞く�

三菱重工業長崎造船所の
協力工場として設立
－当社は、１９４９年（昭和２４年）に建
設関連の企業が集まって出来た長
崎建設企業組合を前身としていま
す。当時は、主に公共工事等にお
ける建設工事を事業の中心として
いましたが、その後、新事業とし
て金属製品の製造分野にも進出し
ました。
新たな事業も軌道に乗り始めて
きた頃、三菱重工業長崎造船所よ
り通風トランクや排気ダクト等、

ぎ そう

船舶用艤装品の受注を頂くように
なり、６２年（昭和３７年）には、それ
までの実績が評価され、同社の加
工艤装品指名業者として認定を受
けました。その後は、認定業者と
なったこともあって、受注も一段
と増加してきたことから、７３年
（昭和４８年）に三菱重工業長崎造
船所の協力企業として加工品等の
製造に重点を置く為、組合から独
立して当社を設立しました。

環境関連の事業にも注力し
差別化を図る
－当社の主力事業は、船舶関連の
艤装品製造や建築土木工事ですが、

近年はクリーンなエネルギーであ
る自然エネルギー分野が注目され
ていることもあって、環境関連の
事業に注力しています。
環境関連事業の一つが風力発電
事業です。当社では、三菱重工業
が主に欧米から受注している風力
発電設備において、風力を電力に
変換する発電機等を収納する部分
の部品を製造しています。
また、火力発電プラント関連事
業も展開しており、特に当社は環
境装置である脱硝装置内部の触媒
のリサイクル業務を得意としてい
ます。
脱硝装置とは、石油や石炭等の
化石燃料を燃やした際に発生する
排気ガス中に含まれる有害な窒素
酸化物を取り除く装置です。
具体的な例を挙げると、火力発
電所や大型工場に設置されている
ボイラーから発生する排気ガス中
には、有害な窒素酸化物が含まれ
ており、そのままでは外部へ排出
出来ません。そこで、この脱硝装
置を使って有害物質を取り除きま
すが、その機能は、脱硝装置内部
にある「触媒」が果たしています。
触媒は、長期間使用することで
性能が劣化するほか、目詰まり等
で浄化機能が落ちてしまうことか
ら、新しい触媒への交換が必要と
なります。触媒自体は特殊セラ
ミックで作られており非常に高価
な製品ではあるものの、これまで
はリサイクル体制が整備されてい
なかった為、使用後は廃棄処分さ

れていました。
そこで当社は、この触媒の再生
加工ニーズに着目して研究を重ね
た結果、技術開発に成功しました。
０７年（平成１９年）１２月には、長崎
市三重町に専用工場を建設し、県
内で唯一となる脱硝装置の触媒の
リサイクル企業として他社との差
別化を図っています。

確かな技術の伝承に向けて
－当社は、自社商品を取り扱う
メーカーではなく、お取引先から
の依頼に基づいて部品等の製造を
行う、言わば下請け的企業です。
その為、お取引先の動きに素早く
対応すると同時に、納期を遵守し、
確かな技術力で安定した品質の製
品を提供することが重要だと考え
ています。技術力向上に向けた取
り組みとして、熟練した技術を持
つ社員を定年後も再雇用し、若手
社員の技術指導に従事させました。
製造現場での直接指導はもちろ
んですが、休日を利用して自主的
に技術研修会を開催する社員の姿
も見られ、技術向上に対する社員
の熱意を感じております。また多
くの社員が溶接技術等の資格取得
に取り組んでおり、着実に新たな
世代へ技術が伝わっていることを
実感しています。

「５Ｓ」活動を徹底し、
「気づき」の心を養う
－技術面に加えて、職場の環境面
でも当社は「５Ｓ（整理・整頓・

長建工業 株式会社
代表取締役

河野 誠氏
■創 業：１９４９年 ■設 立：１９７３年４月
■所 在 地：長崎県西彼杵郡時津町 ■資 本 金：２，５００万円
■従 業 員：７９名

ぎ そう

■事業内容：船舶用艤装品製造、風力発電部品加工、
陸上ボイラー排ガス用脱硝触媒リサイクル、建築土木工事

■事業拠点：長崎県西彼杵郡（本社、工場）、長崎市（工場）
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清掃・清潔・躾）」活動を徹底し
ています。特に、会社の清掃は役
職員全員で徹底的に取り組んでい
ます。整理整頓が出来ていない会
社では、品質の高い製品を造るこ
とは出来ないと私自身考えています。
製造現場の清掃がきちんと出来
る人は、「どこが汚れている」「ど
こが悪い」等に「気づく」人であ
り、そういう人が多いほど製品や
業務に対しても様々な角度から見
ることが出来る為、「良い製品造
り」に繋がると思います。
さらに、従業員同士でも業務の
状況を常に確認し合い、気遣うよ
うになる等チームワークも良くな
ると同時に、社内の活性化にも繋
がりました。これからも「気づく」
心を養うべく、この「５Ｓ」活動
に取り組んでいきたいと考えてい
ます。

４つの事業分野でバランスの
取れた経営を目指す
－今後の展望としては、火力発電
プラント向けの脱硝触媒リサイク
ル事業を、当社の主力事業に成長

させたいと考えています。一方で、
船舶用艤装品製造、風力発電部品
加工、建築土木工事といった事業
分野についても、バランス良く成
長させていくことで、どんな状況
下でも安定した経営が出来るよう
な体制作りを目指しています。
それに向けた取り組みの一環と
して、「納期・品質・技術」の更
なる向上を図る為、ＩＳＯ９００１の
認証取得に向けた取り組みを行っ
ています。外部コンサルタントの
意見も参考にしながら、これまで
社内で取り組んできた「５Ｓ」活
動の徹底と合わせた社内体制の構
築に注力しています。
現在、内部監査までは終了して
おり、来年３月頃を目処に認証を
受けることが出来る見込みです。
これからも、お取引先からの信
頼とご期待にお応えするとともに、
環境分野への取り組み強化を通じ
て、新たな雇用の創出など更なる
地域社会への貢献が出来るような
企業を目指し、社員一丸となって
精一杯頑張って参ります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

当社は現在、主力である船舶

の艤装工事のほか、風力発電や

火力発電プラント等環境分野に

も注力されています。特に脱硝

装置の触媒のリサイクルについ

ては、長崎県内で「オンリーワ

ン」の企業となっています。こ

れからも確かな技術力を基盤に、

新たな分野にチャレンジしてい

かれることによって更なる飛躍

となりますことを期待致します。

三重工場 鋼材を前に作業の説明 鋼材の切り出し工程の説明

本社工場構内の案内風景 排気ダクトの前にて 左から石丸支店長、河野社長、鬼木頭取
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図１ 過去２０年間のドル円相場の推移
（１９９０年１月～２０１０年１０月）

出所）Bloomberg データ等を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

表１ 回答企業の業種別構成

業 種 企業数 構成比（％） 業 種 企業数 構成比（％）

食料品 ３０ ６．０ 漁業 ６ １．２

繊維製品 ５ １．０ 建設業 ７４ １４．９

化学・石油製品 １６ ３．２ 卸売業 ５９ １１．８

窯業・土石・生コン ３７ ７．４ 小売業 ４８ ９．６

鉄鋼・非鉄 １６ ３．２ 不動産業 １１ ２．２

金属製品 ２５ ５．０ 輸送・倉庫業 ３１ ６．２

一般機械 ２４ ４．８ ホテル・旅館業 ２２ ４．４

電子部品・電気機械 １５ ３．０ サービス業 ３９ ７．８

輸送用機械 ２８ ５．６ その他非製造業 ０ ０．０

その他製造業 １２ ２．４ 合計 ４９８１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。
※鉄鋼・非鉄については福岡県・長崎県のみ。

現在、円高が急激に進展し、政府による為替

介入や日本銀行による金融緩和が実施されたに

も関わらず、対米ドルでの円相場（以下：ドル

円相場）は過去最高の水準（１９９５年４月１９日：７９

円７５銭）にまで達しつつあります。（図１）（本稿

執筆時：１１月１１日時点）

急激かつ継続的な円高は大手製造業を中心と

した「外需型」の輸出関連企業の売上、収益に

直接的な悪影響が及ぶ他、輸出関連企業と取引

を行っている下請・関連企業や、「内需型」の

企業に対しても、直接、間接的に様々な影響を

及ぼすことが想定され、地場企業に対しても大

きな影響を及ぼしていると思われます。（図２）

そこで今回は、福岡県、熊本県、長崎県の企

業を対象に９月から１０月にかけて実施した「円

高が及ぼす企業経営への影響に関する緊急アン

ケート調査」の調査結果を基に、円高が地場企

業に対して及ぼしている影響の実態や、円高に

対する企業の対応策等についてレポートいたし

ます。

地域経済調査

図２ 円高によって想定される影響（イメージ）

出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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図３ 円高による影響

１、円高による影響の有無

「円高の影響を受ける」と回答した企業は全体

の４割

まず、円高による影響の有無について尋ねた

ところ、「既に影響を受けている（１７．４％）」及

び「今後影響を受ける可能性がある（２２．７％）」

と回答した先が全体の約４割（４０．１％）に達して

います。製造業、非製造業別では、製造業で円

高の影響を受ける割合が５割（５０．０％）と高く

なっている反面、非製造業は３割程度（３３．０％）

となっています。（図３）

業種別では、製造業では「鉄鋼・非鉄」「一

般機械」、非製造業では「輸送・倉庫業」「ホテ

ル・旅館業」等が「円高の影響を受ける」と回

答した比率が高くなっています。

大半の企業がマイナスの影響を受ける

「円高の影響を受ける」と回答した企業の内、

８割以上（８５．３％）が損益上「マイナスの影響を

受ける（かなりのマイナス、多少のマイナスと

回答）」と回答しています。特に製造業では「マ

イナスの影響」と回答した比率が９割近く

（８９．８％）に達しています。（図４）

ただし、製造業の中でも「土石・生コン」や、

非製造業の「輸送・倉庫業」等、一部の業種で

は「プラスの影響（かなりのプラス、多少のプ

ラスと回答）」と回答している比率が高くなっ

ています。

影響を受ける理由の多くが直接的なものではな

く間接的なもの

円高の影響を受ける理由としては、製造業で

は「取引先企業からのコスト削減要求拡大

（４１．７％）」「取引先企業の生産・仕入の海外シ

フト（３５．９％）」、非製造業では「円高に伴う国

内需要の縮小（３５．８％）」を挙げる割合が、「円

ベースでの販売価格の低下（製造業：２６．２％、

非製造業２２．１％）」よりも高くなっています。

つまり、マイナスの影響を受けている企業の

多くは、直接的に円高の影響を受けているので

はなく、円高の影響を受けている企業や国内景

気の動向に影響を受けている、つまり間接的に

影響を受けている、と言うことが出来ます。

図４ 損益上で受ける影響度合い

図５ 円高の影響を受ける理由（複数回答）
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なお、円高について「プラスの影響を受ける」

と回答した先（１４．７％：図４参照）については、

「円ベースでの仕入価格の低下（１７．２％）」を挙

げる割合が高くなっています。（図５）

円高の影響を受けない海外取引を実施している

企業も存在

円高の影響について「円高の影響を受けない

（５９．８％：図３参照）」と回答した企業に対してそ

の理由を尋ねたところ、そのほとんど（８７．５％）

は「海外との取引を行っていない」というもの

でしたが、全体の１割弱（７．１％）の企業が「海

外との取引は行っているが、為替の影響を受け

ない取引を行っている」と回答しています。

なお、「為替の影響を受けない取引」の具体

的な内容について回答先数社にヒアリングを

行ったところ、「円建てで輸出取引を行ってい

る」もしくは「輸出、輸入について米ドルで取

引を行うことで、為替の影響を相殺している」

等の取り組みを行っていることが分かりました。

２、ドル円相場の採算、許容レート

現在のレートでは大半の企業が採算割れであり、

これ以上の円高は許容出来ない

次に、「円高の影響を受ける」と回答した先

に対して、ドル円相場の採算レートと、許容出

来るレートについて尋ねたところ、採算レート

については９割以上（９２．６％）、が「８６円より円

安」と回答しています。特に製造業に関しては、

「８６円より円安」と回答した企業の割合が９６．７％

にまで達しています。

また、許容出来るレートについても８割以上

（８３．３％）が「８６円より円安」と回答しており、

８０円を超える円高についてはほぼ全て（９７．６％）

の企業が許容出来ないと回答しています。（図６）

３、円高に対する対応策

「コスト削減」「販路開拓」攻守両面での対応を

実施

「円高の影響を受ける」と回答した先に対し

て、円高に対する対応策を尋ねたところ（「円高

の影響は受けないため対応策は検討していな

い」と回答した先は除いて集計）、最も多く挙

げられた項目は製造業、非製造業とも「人件費

も含めたコスト削減（２７．８％）」で、その次に「新

しい販売先（国内）の開拓（２０．１％）」を挙げてい

ます。また、製造業ではその次に「製品・材料・

部品等の輸入を拡大（１３．８％）」を挙げる先が多

くなっており、地場企業の、円高等を利用して

コスト削減を図ると共に、新たな販路を開拓し

ようという、攻守両面での取り組みが伺えます。

なお、「影響は受けるが、特に対応策は検討し

ていない」と回答している先も２割程度（１８．７％）

存在しています。（図７）

地域経済調査

図６ 為替（ドル円）の採算レート（上段）と
許容レート（下段）
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図９ 海外との取引（含間接取引）が
売上に占める割合

日本や欧米諸国等の先進国の景気について二

番底が懸念されていること等もあり、今後の円

相場の動向は不透明な状況にあります。円高が

更に進展、もしくは現在の水準で定着してしま

うような事態に陥った場合は、更なる取り組み

が必要になってくると思われます。

参考：地場企業の海外との取引状況について

今回の調査に際して、地場企業の海外との取

引状況についても調査いたしました。その結果

を参考までにご紹介いたします。

輸出、輸入等を含め、海外と何かしらの取引

を行っている企業の割合は約４割（３７．８％）と

なっています。「円高の影響を受ける」と回答

した企業の割合とほぼ同程度の水準です。

具体的な取引内容としては、製造業は「直接

的な輸出取引（１８．５％）」「海外へ輸出される製

品に部品・材料を提供（１６．９％）」、非製造業は

「直接的な輸入取引（９．４％）」「訪日外国人観光

客へのサービス提供（９．４％）」が上位を占めて

います。（図８）

また、海外取引を行っている先に対して、売

上全体に占める海外取引の割合（間接取引を含

む）について尋ねたところ（「海外との取引なし」

と回答した先は除いて集計）、「売上全体の４０％

未満（１～２０％、２１～４０％）」と回答した先が９

割程度（８７．３％）を占めています。（図９）

（花谷 禎昭）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県３９９社（回答企業１５９社 回収率３８．９％）
熊本県１９５社（回答企業８５社 回収率４３．５％）
長崎県４３１社（回答企業２５４社 回収率５８．９％）
２．調査時点：２０１０年９月下旬～１０月上旬

図７ 円高に対する対応策（複数回答）

図８ 海外との取引内容（複数回答）
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地域経済調査

損益上で受ける影響度合い

三県合計 回答
先数

構成比（％）

かなりマイナス 多少マイナス 多少プラス かなりプラス

全 産 業 １８４ ２５．５ ５９．８ １３．６ １．１
製 造 業 ９８ ３２．７ ５７．１ ９．２ １．０

食料品 ８ １２．５ ６２．５ ２５．０ ０．０
繊維製品 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １１ ２７．３ ５４．５ １８．２ ０．０
窯業 １ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ３ ０．０ ３３．３ ６６．７ ０．０
窯業・土石・生コン ４ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １３ ３８．５ ４６．２ １５．４ ０．０
金属製品 １５ ２６．７ ６６．７ ６．７ ０．０
一般機械 １８ ３８．９ ６１．１ ０．０ ０．０

電子部品・電気機械 １０ ２０．０ ８０．０ ０．０ ０．０
輸送用機械 １６ ５６．３ ４３．８ ０．０ ０．０
その他製造業 ３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ３３．３
非 製 造 業 ８６ １７．４ ６２．８ １８．６ １．２

漁業 ４ ０．０ ７５．０ ２５．０ ０．０
建設業 １５ ２６．７ ６６．７ ６．７ ０．０
卸売業 １９ １５．８ ５７．９ ２１．１ ５．３
小売業 １２ ８．３ ６６．７ ２５．０ ０．０
不動産業 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

輸送・倉庫業 １３ １５．４ ３８．５ ４６．２ ０．０
ホテル・旅館業 １１ ２７．３ ７２．７ ０．０ ０．０
サービス業 １２ １６．７ ７５．０ ８．３ ０．０

影響を受ける理由（複数回答：２個まで）

三県合計 回答
先数

回答数
（合計）

構成比（％）
取引先企業
からのコス
ト削減要求
拡大

取引先企業
の生産・仕
入の海外シ
フト

円ベースで
の販売価格
の低下

円高に伴う
国内需要の
縮小

円ベースで
の仕入価格
の低下

その他

全 産 業 １９８ ２９９ ３４．８ ２６．８ ２４．２ ３４．３ １７．２ １３．６
製 造 業 １０３ １６２ ４１．７ ３５．９ ２６．２ ３３．０ １０．７ ９．７

食料品 ９ １１ １１．１ ０．０ ４４．４ ３３．３ ２２．２ １１．１
繊維製品 ０ ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １２ １９ ３３．３ ２５．０ ２５．０ ５０．０ ８．３ １６．７
窯業 ２ ３ ０．０ １００．０ ０．０ ５０．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ３ ３ ０．０ ０．０ ０．０ ３３．３ ６６．７ ０．０
窯業・土石・生コン ５ ６ ０．０ ４０．０ ０．０ ４０．０ ４０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １２ ２０ ５８．３ ４１．７ ２５．０ １６．７ １６．７ ８．３
金属製品 １５ ２７ ５３．３ ４６．７ ６．７ ６０．０ ６．７ ６．７
一般機械 ２０ ３３ ５５．０ ３５．０ ４５．０ ２０．０ １０．０ ０．０

電子部品・電気機械 １０ １４ ４０．０ ３０．０ ３０．０ ２０．０ ０．０ ２０．０
輸送用機械 １７ ２９ ４１．２ ５２．９ ２３．５ ３５．３ ０．０ １７．６
その他製造業 ３ ３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ０．０ ３３．３ ０．０
非 製 造 業 ９５ １３７ ２７．４ １６．８ ２２．１ ３５．８ ２４．２ １７．９

漁業 ４ ５ ２５．０ ０．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０ ０．０
建設業 １９ ２７ ２６．３ １５．８ ２１．１ ３６．８ １５．８ ２６．３
卸売業 ２１ ３４ ２３．８ ２３．８ ２８．６ ４２．９ ２３．８ １９．０
小売業 １２ １７ ８．３ ８．３ ３３．３ ４１．７ ５０．０ ０．０
不動産業 ０ ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 １５ １９ ２６．７ １３．３ ０．０ ３３．３ ３３．３ ２０．０
ホテル・旅館業 １１ １６ １８．２ ９．１ ３６．４ ５４．５ ９．１ １８．２
サービス業 １３ １９ ６１．５ ３０．８ １５．４ ７．７ ７．７ ２３．１

為替の許容レート

三県合計 回答
先数

構成比（％）
７０円
より
円高

７０～
８０円

８１～
８５円

８６～
９０円

９１～
１００円

１０１円
より
円安

全 産 業 １６８ １．２ １．２ １４．３ ３４．５ ４１．７ ７．１
製 造 業 ９４ １．１ ０．０ １７．０ ３５．１ ４１．５ ５．３

食料品 ８ ０．０ ０．０ １２．５ １２．５ ７５．０ ０．０
繊維製品 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １２ ０．０ ０．０ ３３．３ ４１．７ ２５．０ ０．０
窯業 ２ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

土石・生コン １ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０
窯業・土石・生コン ３ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １２ ０．０ ０．０ １６．７ ３３．３ ５０．０ ０．０
金属製品 １３ ０．０ ０．０ ０．０ ３８．５ ４６．２ １５．４
一般機械 １８ ０．０ ０．０ ２２．２ ３３．３ ３３．３ １１．１

電子部品・電気機械 ９ ０．０ ０．０ ３３．３ ２２．２ ３３．３ １１．１
輸送用機械 １６ ０．０ ０．０ １２．５ ３１．３ ５６．３ ０．０
その他製造業 ３ ３３．３ ０．０ ０．０ ６６．７ ０．０ ０．０
非 製 造 業 ７４ １．４ ２．７ １０．８ ３３．８ ４１．９ ９．５

漁業 １ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０
建設業 １５ ０．０ ６．７ １３．３ ２６．７ ４０．０ １３．３
卸売業 １９ ０．０ ０．０ １０．５ ２６．３ ５７．９ ５．３
小売業 ８ １２．５ １２．５ ２５．０ ３７．５ １２．５ ０．０
不動産業 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 １０ ０．０ ０．０ １０．０ ４０．０ ５０．０ ０．０
ホテル・旅館業 ９ ０．０ ０．０ ０．０ ２２．２ ４４．４ ３３．３
サービス業 １２ ０．０ ０．０ ８．３ ５０．０ ３３．３ ８．３

為替の採算レート

三県合計 回答
先数

構成比（％）
７０円
より
円高

７０～
８０円

８１～
８５円

８６～
９０円

９１～
１００円

１０１円
より
円安

全 産 業 １６０ ０．６ ０．６ ６．３ ２７．５ ４８．８ １６．３
製 造 業 ９０ ０．０ ０．０ ３．３ ２８．９ ５２．２ １５．６

食料品 ７ ０．０ ０．０ ０．０ ２８．６ ５７．１ １４．３
繊維製品 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １２ ０．０ ０．０ ０．０ ４１．７ ４１．７ １６．７
窯業 ２ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０

土石・生コン １ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０
窯業・土石・生コン ３ ０．０ ０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０

鉄鋼・非鉄 １２ ０．０ ０．０ ０．０ ２５．０ ５８．３ １６．７
金属製品 １３ ０．０ ０．０ ０．０ １５．４ ６９．２ １５．４
一般機械 １６ ０．０ ０．０ １２．５ ２５．０ ３７．５ ２５．０

電子部品・電気機械 １０ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ３０．０ ２０．０
輸送用機械 １５ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ７３．３ ６．７
その他製造業 ２ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０
非 製 造 業 ７０ １．４ １．４ １０．０ ２５．７ ４４．３ １７．１

漁業 ２ ０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ０．０
建設業 １５ ０．０ ６．７ １３．３ １３．３ ４６．７ ２０．０
卸売業 １８ ０．０ ０．０ ０．０ ３３．３ ３８．９ ２７．８
小売業 ９ １１．１ ０．０ １１．１ ５５．６ １１．１ １１．１
不動産業 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 ９ ０．０ ０．０ ２２．２ １１．１ ６６．７ ０．０
ホテル・旅館業 ７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ８５．７ １４．３
サービス業 １０ ０．０ ０．０ １０．０ ３０．０ ４０．０ ２０．０

円高の影響を受けない理由

三県合計 回答
先数

構成比（％）

海外取引
なし

影響を
受けない
取引

その他

全 産 業 ２９５ ８７．５ ７．１ ５．１
製 造 業 １０３ ８６．４ ７．８ ４．９

食料品 ２０ ７５．０ １０．０ １５．０
繊維製品 ５ ８０．０ ０．０ ２０．０

化学・石油製品 ４ １００．０ ０．０ ０．０
窯業 ２ １００．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ３０ ９０．０ ６．７ ３．３
窯業・土石・生コン ３２ ９０．６ ６．３ ３．１

鉄鋼・非鉄 ３ １００．０ ０．０ ０．０
金属製品 ９ ７７．８ ２２．２ ０．０
一般機械 ４ ７５．０ ２５．０ ０．０

電子部品・電気機械 ６ ８３．３ ０．０ ０．０
輸送用機械 １１ ９０．９ ９．１ ０．０
その他製造業 ９ １００．０ ０．０ ０．０
非 製 造 業 １９２ ８８．０ ６．８ ５．２

漁業 ２ ５０．０ ５０．０ ０．０
建設業 ５５ ９８．２ １．８ ０．０
卸売業 ３６ ８３．３ ８．３ ８．３
小売業 ３６ ８３．３ ５．６ １１．１
不動産業 １１ １００．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 １６ ９３．８ ６．３ ０．０
ホテル・旅館業 １２ ４１．７ ４１．７ １６．７
サービス業 ２４ ９５．８ ０．０ ４．２

円高による影響

三県合計 回答
先数

構成比（％）

影響あり 今後影響あり 影響なし

全 産 業 ４８８ １７．４ ２２．７ ５９．８
製 造 業 ２０６ ２２．３ ２７．７ ５０．０

食料品 ２８ １０．７ １７．９ ７１．４
繊維製品 ５ ０．０ ０．０ １００．０

化学・石油製品 １６ ２５．０ ５０．０ ２５．０
窯業 ４ ０．０ ５０．０ ５０．０

土石・生コン ３３ ３．０ ６．１ ９０．９
窯業・土石・生コン ３７ ２．７ １０．８ ８６．５

鉄鋼・非鉄 １６ ４３．８ ３７．５ １８．８
金属製品 ２５ ２４．０ ３６．０ ４０．０
一般機械 ２４ ４１．７ ４１．７ １６．７

電子部品・電気機械 １５ ３３．３ ３３．３ ３３．３
輸送用機械 ２８ ３２．１ ２８．６ ３９．３
その他製造業 １２ ８．３ １６．７ ７５．０
非 製 造 業 ２８２ １３．８ １９．１ ６７．０

漁業 ５ ０．０ ６０．０ ４０．０
建設業 ７１ １１．３ １４．１ ７４．６
卸売業 ５８ １７．２ ２０．７ ６２．１
小売業 ４７ ６．４ １９．１ ７４．５
不動産業 １１ ０．０ ０．０ １００．０
輸送・倉庫業 ３１ ２９．０ １９．４ ５１．６
ホテル・旅館業 ２２ ２７．３ ２２．７ ５０．０
サービス業 ３７ ８．１ ２４．３ ６７．６
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円高に対する対応策（複数回答：３個まで）

三県合計 回答
先数

回答数
（合計）

構成比（％）
海外にお
ける生産
体制の強
化

新しい販
売 先（海
外）の 開
拓

新しい販
売 先（国
内）の 開
拓

製品・材
料・部品
等の輸入
を拡大

人件費も
含めたコ
スト削減

為替取引
の見直し

海外通貨
ベースで
の価格引
き上げ

その他
影響は受ける
が、特に対応
策は検討して
いない

円高の影響は
受けないため、
対応策は検討
していない

全 産 業 ４４９ ６４１ ３．６ ６．２ １８．７ ８．７ ２５．８ ６．９ ３．６ ２．２ １７．４ ４９．７
製 造 業 １９０ ３０９ ６．３ １１．１ ２１．６ １６．８ ３５．３ ９．５ ５．８ １．６ １４．２ ４０．５

食料品 ２８ ４５ ３．６ １７．９ １７．９ １４．３ １０．７ １４．３ ０．０ ０．０ ２８．６ ５３．６
繊維製品 ４ ６ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ７５．０

化学・石油製品 １５ ２６ ６．７ １３．３ ６．７ ２０．０ ４０．０ ２６．７ ６．７ ６．７ ３３．３ １３．３
窯業 ２ ３ ０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ０．０

土石・生コン ２６ ２７ ０．０ ０．０ ３．８ ０．０ ３．８ ０．０ ０．０ ０．０ １１．５ ８４．６
窯業・土石・生コン ２８ ３０ ０．０ ３．６ ３．６ ３．６ ３．６ ０．０ ０．０ ０．０ １４．３ ７８．６

鉄鋼・非鉄 １６ ２８ １２．５ １２．５ ２５．０ ２５．０ ４３．８ １８．８ ６．３ ０．０ １８．８ １２．５
金属製品 ２３ ３８ ４．３ ０．０ ５２．２ １３．０ ５６．５ ４．３ ４．３ ０．０ ４．３ ２６．１
一般機械 ２３ ４８ １７．４ ２１．７ ３４．８ ３０．４ ５６．５ ８．７ １３．０ ０．０ ８．７ １７．４

電子部品・電気機械 １５ ２５ １３．３ ２０．０ １３．３ ６．７ ４０．０ ２０．０ １３．３ ０．０ ６．７ ３３．３
輸送用機械 ２７ ５１ ３．７ １１．１ ２９．６ ２５．９ ５５．６ ３．７ １１．１ ３．７ １１．１ ３３．３
その他製造業 １１ １２ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １８．２ ０．０ ０．０ ９．１ ０．０ ８１．８
非 製 造 業 ２５９ ３３２ １．５ ２．７ １６．６ ２．７ １８．９ ５．０ １．９ ２．７ １９．７ ５６．４

漁業 ６ ７ ０．０ ０．０ １６．７ ０．０ １６．７ ０．０ ０．０ １６．７ ５０．０ １６．７
建設業 ６３ ８３ １．６ １．６ １４．３ ４．８ １９．０ ７．９ １．６ １．６ １９．０ ６０．３
卸売業 ５２ ６６ ３．８ １．９ １３．５ ５．８ １１．５ １１．５ ３．８ １．９ １９．２ ５３．８
小売業 ４７ ５８ ０．０ ０．０ １４．９ ２．１ １４．９ ０．０ ０．０ ６．４ １４．９ ７０．２
不動産業 ７ ７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １４．３ ０．０ ０．０ ０．０ １４．３ ７１．４

輸送・倉庫業 ２９ ３５ ０．０ ６．９ ２０．７ ０．０ １３．８ ３．４ ０．０ ０．０ ２４．１ ５１．７
ホテル・旅館業 ２１ ３４ ０．０ １４．３ ２３．８ ０．０ ５２．４ ０．０ ９．５ ４．８ ２３．８ ３３．３
サービス業 ３４ ４２ ２．９ ０．０ ２３．５ ０．０ ２０．６ ２．９ ０．０ ０．０ １７．６ ５５．９

海外との取引内容（複数回答：３個まで）

三県合計 回答
先数

回答数
（合計）

構成比（％）

直接的な
輸出取引

海外へ輸出
される製品
に部品・材
料を供給

直接的な
輸入取引

海外製の
部品・材
料を使用

海外に拠
点有

海外企業
に生産委
託

訪日外国人
観光客への
サービス提
供

その他 海外との
取引なし

全 産 業 ４４４ ５４３ １１．７ ８．６ １０．６ ９．０ ６．１ ４．１ ５．６ ４．５ ６２．２
製 造 業 １８９ ２５４ １８．５ １６．９ １２．２ １４．３ １１．１ ７．４ ０．５ ３．２ ５０．３

食料品 ２７ ３１ １１．１ ０．０ １１．１ ７．４ １１．１ ３．７ ３．７ ３．７ ６３．０
繊維製品 ５ ６ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ８０．０

化学・石油製品 １６ ２５ ３７．５ １２．５ １８．８ １２．５ １２．５ １２．５ ０．０ ０．０ ５０．０
窯業 ３ ４ ０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ３３．３

土石・生コン ２５ ２５ ０．０ ０．０ ８．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ９２．０
窯業・土石・生コン ２８ ２９ ０．０ ３．６ １０．７ ３．６ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ８５．７

鉄鋼・非鉄 １６ ２５ ３７．５ ３１．３ １８．８ ３１．３ １２．５ ６．３ ０．０ ０．０ １８．８
金属製品 ２３ ３１ ４．３ ３９．１ ８．７ ２１．７ １３．０ １３．０ ０．０ ４．３ ３０．４
一般機械 ２３ ４１ ４３．５ ２６．１ ２１．７ １７．４ ２６．１ １３．０ ０．０ ４．３ ２６．１

電子部品・電気機械 １５ ２２ ２６．７ ２６．７ １３．３ １３．３ ２０．０ ６．７ ０．０ ０．０ ４０．０
輸送用機械 ２４ ３２ ２０．８ １６．７ ８．３ ２０．８ ８．３ １２．５ ０．０ ４．２ ４１．７
その他製造業 １２ １２ ０．０ ８．３ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ８．３ ８３．３
非 製 造 業 ２５５ ２８９ ６．７ ２．４ ９．４ ５．１ ２．４ １．６ ９．４ ５．５ ７１．０

漁業 ５ ６ ４０．０ ２０．０ ０．０ ２０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ２０．０
建設業 ６０ ６２ １．７ ０．０ ３．３ ８．３ １．７ ０．０ ０．０ ３．３ ８５．０
卸売業 ５２ ６５ １７．３ ９．６ １９．２ １．９ ３．８ ５．８ １．９ ３．８ ６１．５
小売業 ４５ ５０ ０．０ ０．０ １１．１ ８．９ ０．０ ２．２ ２．２ ４．４ ８２．２
不動産業 ９ ９ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １１．１ １１．１ ７７．８

輸送・倉庫業 ２９ ３２ １３．８ ０．０ ６．９ ０．０ ６．９ ０．０ ０．０ １０．３ ７２．４
ホテル・旅館業 ２０ ２６ ５．０ ０．０ ５．０ ５．０ ０．０ ０．０ ９０．０ １０．０ １５．０
サービス業 ３５ ３９ ０．０ ０．０ １１．４ ２．９ ２．９ ０．０ ８．６ ２．９ ８２．９

海外との取引（含間接取引）が売上に占める割合

三県合計 回答
先数

構成比（％）

なし １％～２０％ ２１％～４０％ ４１％～６０％ ６１％～８０％ ８１％～

全 産 業 ４６７ ６６．４ ２３．８ ５．６ ２．４ １．５ ０．４
製 造 業 １９４ ５４．６ ２９．４ ８．８ ５．２ ２．１ ０．０

食料品 ２９ ７２．４ ２４．１ ３．４ ０．０ ０．０ ０．０
繊維製品 ５ ８０．０ ２０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １６ ５０．０ ４３．８ ０．０ ６．３ ０．０ ０．０
窯業 ４ ２５．０ ７５．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ２７ ９２．６ ７．４ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
窯業・土石・生コン ３１ ８３．９ １６．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １６ ３１．３ ４３．８ ２５．０ ０．０ ０．０ ０．０
金属製品 ２２ ３６．４ ５４．５ ４．５ ４．５ ０．０ ０．０
一般機械 ２４ ２９．２ ２９．２ ２５．０ １２．５ ４．２ ０．０

電子部品・電気機械 １５ ４６．７ ２０．０ ２０．０ １３．３ ０．０ ０．０
輸送用機械 ２４ ４１．７ ２５．０ ８．３ １２．５ １２．５ ０．０
その他製造業 １２ ８３．３ １６．７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
非 製 造 業 ２７３ ７４．７ １９．８ ３．３ ０．４ １．１ ０．７

漁業 ５ ２０．０ ８０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
建設業 ７２ ９１．７ ８．３ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
卸売業 ５５ ６１．８ ２７．３ ５．５ １．８ １．８ １．８
小売業 ４４ ７９．５ １５．９ ０．０ ０．０ ４．５ ０．０
不動産業 ９ ８８．９ １１．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

輸送・倉庫業 ３０ ７３．３ １６．７ ６．７ ０．０ ０．０ ３．３
ホテル・旅館業 ２１ ２３．８ ６１．９ １４．３ ０．０ ０．０ ０．０
サービス業 ３７ ８９．２ ８．１ ２．７ ０．０ ０．０ ０．０
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中国における所得格差問題REPORT

農村部
都市部
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出所：National Bureau of Statistics of China

中国の一人当たり純所得

はじめに

近年１０％近い経済成長を続ける中国において、

都市部と農村部、内陸部と沿海部、東部と西部

等、地域間での所得格差や、都市内部での所得

格差の存在が、社会問題として注目されています。

今回は上記の所得格差問題のうち、都市農村

間での問題を取り上げ、その主要因である中国

の戸籍制度に言及しつつ、中国の所得格差問題

についてレポートします。

１．中国の所得格差の現状

中国は、過去３０年の経済改革によって、経済

も急速な成長を遂げましたが、改革当初は、政

府は社会主義と市場経済化の両立を掲げていま

した。しかしながら、市場経済化による急速な

経済発展は、所得分配のバランスを崩すと同時

に、都市農村間だけでなく都市内部でも所得格

差をもたらす等、現在では、格差問題は深刻な

水準にまで達していると言われています。

社会における所得分配の不平等さを測る代表

的な指標であるジニ係数（０から１までの範囲

で表され、１に近づくほど格差が大きい）は、

世界銀行の発表によると、２００９年時点で欧州が

０．２４、日本が０．３６であるのに対し、中国は国際

的な警戒ラインである０．４０を超え、０．４７にまで

達しています。

現在の中国の所得格差は、フィリピン等の東

南アジア諸国を上回り、アジアの中で最も高い

水準にあるのが現状です。市場経済化を図ると

同時に、不平等や格差を是正し、調和のとれた

社会を構築する社会主義を掲げる中国にとって、

上記の格差問題の解決は喫緊の課題となってい

ます。

次項では、中国で主要な格差問題の一つであ

る都市部と農村部における所得格差の概要につ

いて言及します。

２．都市部と農村部の所得格差

中国国家統計局の発表によると、以下の表か

らも見て取れるように、ここ数年都市部と農村

部の年間所得差額は毎年１，０００元（約１万３千

円）程度拡大しています。０９年の中国都市部に

おける一人当たり年間所得は１万７，１７５元（約２２

万３千円）であるのに対し、農村部では５，１５３元

（約６万７千円）であり、都市部と農村部での収

入格差は年間１万２，０２２元（約１５万６千円）と約

３．３倍にまで拡大しています。これは１９７８年の

改革開放政策以来、最大の格差となっています。

そもそも、改革開放政策当初（７８年）は、都市

部と農村部の収入格差は約２．６倍でした。その

後、８０年代初めの農村改革（政府主導で農産物

価格を引き上げ、農民の所得増加を図った）に

より、都市部と農村部の収入格差は約１．７倍程

度へ縮小したと言われています。しかし、８０年

海外リポート
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代後半から、再び都市部と農村部の所得格差は

拡大し、現在の水準に至っています。格差発生

の大きな要因として、８６年から０６年までの中国

のＧＤＰ成長率が年平均９．７％ある中で、都市

部住民の所得増加率は７．１％だったのに対し、

農村部住民の増加率は４．４％に留まっていたこ

とが挙げられます。

都市部と農村部の所得格差拡大に伴い、農村

から都市へ流入する低所得層が増加しました。

こうした中、農村住民や都市へ流入した低所得

層の生活環境を劣悪なものにし、所得格差の問

題を生み出している要因として、中国の戸籍制

度があります。

次項では、その戸籍制度について説明します。

３．所得格差の主要因である中国の戸籍制度

中国では、多くの農村住民が地元を離れ都市

部に出稼ぎに来ており、農業以外の仕事に従事

しています。その人数は中国の総人口の約１０％

にあたると言われています。

これら農民労働者と都市住民の間には、労働

条件をはじめ、社会保障、生活環境等の様々な

面で格差が存在しており、中国で大きな問題と

なっています。

中国では、農村戸籍を保有する者を農民とし

ています。つまり、農村の工場で働いても、出

稼ぎに出て都市部の商業施設で働いても、農村

戸籍である以上、農民労働者と区分されます。

もともと、中国では第一次５か年計画（５３～

５７年）による工業化の進展により、都市部での

雇用が増加しました。それに伴い、医療や福祉

サービス等で農村には無い特典が受けられるこ

とから、豊かな生活を求めて農民らが大量に都

市部に流入しました。

これら農民の都市部への大量流入により、雇

用や食糧、医療等の様々な場面において、十分

な行政サービスが行えないこと等から、都市部

での混乱回避や農村から都市への農民の流入防

止の為、中国政府は５８年に戸籍登記条例を制定

しました。これにより、農村戸籍の者と都市戸

籍の者が厳格に区別されることとなり、異なる

社会的待遇を受けるようになりました。

その後、７８年からの改革開放政策により、中

国社会は大きな変貌を遂げ、経済活動も活発化

しました。その中で、農民労働者が中国経済の

発展に不可欠な存在であることが認められたこ

とで、厳格な戸籍制度も徐々に緩和され、農村

から都市への移動の規制も殆ど無くなりました。

但し、戸籍制度の基本的な枠組み自体は依然と

して残っている為、農民が都市住民と社会的に

同じ待遇を受けられるまでには至っていません。

農村からの出稼ぎ労働者の多くは、都市部の

工場等で工員として低賃金で働いていますが、

年金保険、失業保険、医療保険などの社会保障

制度については、都市戸籍を保有していること

が加入の条件とされることが多く、殆どの出稼

ぎ労働者は加入出来ていないのが現状です。

中国政府でも、戸籍制度改革は毎年議論され

ているものの、現行制度を一度に変更すると、

農村部から都市部へ大量の人々が流入し、再び

都市機能が混乱する可能性があることから、制

度改革は段階的に進めるという方針がとられて

います。

４．農村からの出稼ぎ農民の現状

今年５月頃から工場労働者の賃上げを求める

動きが中国全土に広がっています。日系を含む

多くの外資企業の工場でストライキ等の労働争
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議が相次いで発生し、生産中止に追い込まれる

ケースも続発しました。

労働争議が発生した背景には、低賃金での長

時間労働や劣悪な住環境、給料の未払い等、労

働者の厳しい労働環境の改善要求がありますが、

その他にも最近の中国における不動産価格や物

価の高騰が労働者の生活を圧迫していることも、

賃上げ要求に繋がっているようです。

今回の労働争議で、多くの外資企業は大幅な

賃上げを行った為、一見すると出稼ぎ農民であ

る工場労働者の立場は改善されたように見えま

す。しかしながら、都市部の中流階級層とは実

質的な収入で依然として大きな格差がある為、

工場労働者が都市部でマイホームやマイカーを

持てるような生活水準になるには程遠いのが現

状です。

その実質的な収入格差の大きな要因となって

いるのが、前項でも触れた中国の戸籍制度です。

この差別的な制度が、出稼ぎ農民と都市住民の

実質的な収入を大きく隔てています。

５．最後に

中国政府は、都市部と農村部の格差縮小の為、

農業税の撤廃や、穀物を作る農民への補助金支

給等の政策を実施するとともに、農村のインフ

ラや、医療、教育面等への財政支出を増やすこ

とで、農民の生活向上を図り、格差問題の解決

に向けた取り組みを行ってきました。

また、中国政府は戸籍制度改革を国の重要な

政策課題として位置づけています。具体策につ

いては、各地方で状況が異なる為、各地方政府

が現地の実情に合わせて策定、施行するよう奨

励しており、上海市や深�市等の戸籍制度改革

の取り組みは全国的にも注目されています。

上海市では、約１，９００万人の人口のうち、約

６００万人が上海市の戸籍を保有していないと言

われています。現在、上海市では戸籍制度改正

が行われており、上海市の居住証取得後７年経

過していること等、幾つかの条件を満たせば、

上海市の戸籍が取得出来る制度を作りました。

戸籍制度の存在が、中国における所得格差問

題の大きな要因の一つであることは間違いあり

ません。農民労働者は、著しい中国の経済発展

を支えてきました。また、同時に中国に進出す

る外資企業の経済活動にとっても欠かせない存

在となっています。

戸籍制度を中心とする所得格差問題の動向及

び今後の中国政府の対応が注目されます。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

海外リポート

地方から出てきた人 （々上海駅前）
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黒龍江省�
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遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�
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台湾（省）�
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広東省�
広西チワン族�
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福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介
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ＦＦＧニュース
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「北九州フードチャレンジ商談会２０１０」を開催しました

ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＦＧ）、福岡銀行、親和銀行は、北九州市、北九州商工会議所、北九

州貿易協会、ジェトロ北九州との共催により、北九州市では初の試みとなる「食品」に特化した商談会「北

九州フードチャレンジ商談会２０１０」を１０月２６日に開催致しました。

今回は、その商談会の模様をご紹介致します。

北九州市で「初」となる食に関す

る商談会

この商談会は、現在「地産地消」

や「食のブランド化」を進めてい

る北九州市ならびに北九州地区を

主要な営業基盤としているＦＦＧ

が、食品関連企業を対象に開催致

しました。

ＦＦＧおよび福岡銀行は、北九

州市との間で産業振興を目的とし

た連携協定を締結しており、今回

の商談会はその協定に基づく取り

組みです。

ＦＦＧのネットワークにより招

聘した海外（大連・香港・上海）の

大手食品関連バイヤー３社や、福

岡・東京の百貨店等のバイヤー９

社との個別商談の機会をご提供す

るとともに、「食」をテーマとし

た基調講演や販路拡大に役立つセ

ミナー・個別相談会を行うことで、

地域経済の発展、更にはお取引先

の販路拡大へのお手伝いを目的と

して開催したものです。

参加企業５８社、１８０商談

今回の商談会の特徴としては、

北九州市で「食品」に特化した商

談会の開催は初めてであり、企業

の注目度も高かったことに加え、

商談会への参加料も無料としたこ

とから、北九州市内を中心として

５８社もの企業に参加頂きました。

（商談件数は延べ１８０件）

また、商談だけでなく、各種講

演・セミナーも多数開講されたほ

か、商品ＰＲ用の展示ブース、セ

ミナー講師による個別相談会も併

せて催したことで、ビジネスにお

ける諸問題に対しての各種アドバ

イスや情報をご提供する場も設け

ました。

商談に際しては、各企業とも自

社商品をバイヤーに印象付ける為

の工夫をして臨まれていました。

「期待以上の成果が得られた」

今回の商談では、事前に参加企

業・バイヤー双方の商談ニーズを

確認したうえで組み合わせを決定

した為、内容濃く且つ効果的な商

談が繰り広げられました。また、

次回商談に繋がっている企業も多

数みられており、成約率も高くな

るものと期待されます。

参加企業に実施したアンケート

では、今回の商談会について９割

の企業より「役に立った」との回

答があり、なかでも「大変役に立っ

た」との回答が５割強と過半数を

占めたほか、次回開催時の参加検

討の可否についても尋ねたところ、

８割強の企業が「是非参加したい」

と回答されています。

国内外のバイヤーと効率良く商

ＦＦＧニュース

オープンのテープカット（手前から２番目・小幡福岡銀行副頭取、３番目・北橋北九州市長）

商談風景
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談が出来る機会だったこともあっ

て、参加企業からは「複数のバイ

ヤーから様々な意見を頂き、今後

の提案の仕方や商品開発に繋がる

良い機会だった」「期待していた

以上の成果があり次回も是非参加

したい」等の感想が聞かれたほか、

バイヤー側からも「あまり馴染み

が無かった『北九州の食材』を新

たに発見することが出来た良い機

会だった」との感想が大半を占め

る等、北九州市で初となる「食」

の商談会でしたが、総じて満足度

は高いものとなりました。

「食」に関する講演・セミナー

「食」をテーマとした講演・セ

ミナーについては、基調講演とし

て福岡大学商学部 田村馨教授に

よる「都市の未来を育む食ビジネ

ス」、特別講演として元東武百貨

店バイヤーで「物産展の仕掛人」

として有名な内田勝規氏による

「消費者は何を求めているか？」が

行われたほか、ネットビジネスや

中国ビジネス、地産地消に関する

セミナーが行われ、延べ５５０名近

くの来場者の方々に聴講頂きまし

た。

各講演・セミナーに関する聴講

者へのアンケートでも、今後の経

営やビジネスに「役立つ」との回

答が８割強を占めるなど、非常に

好評でした。

ＦＦＧの各種取り組み

ＦＦＧでは、お取引先企業の

様々なビジネスニーズにお応えす

べく、今回のような国内の商談会

やセミナーの他にも、アジアの拠

点（大連、上海、香港の各駐在員

事務所）によるアジアに関する情

報のご提供や、各種商談会のご案

内等も行っています。

今後も、引き続きお取引先企業

のお役に立てるような質の高い

サービスのご提供に努めて参りま

す。是非ともＦＦＧの各種サービ

スをご活用下さい。

（横尾 崇裕）

日 時 平成２２年１０月２６日� １０時～１７時３０分

会 場 ＡＩＭアジア太平洋インポートマート３Ｆ

構 成

� オープニングセレモニー
� 個別商談会
� セミナー
� 個別相談会
� ＰＲコーナー

参加料 無料

主 催
ふくおかフィナンシャルグループ、
福岡銀行、親和銀行

共 催
北九州市、北九州商工会議所、
北九州貿易協会、ジェトロ北九州

商品ＰＲ用の展示ブース会場

〈北九州フードチャレンジ商談会２０１０開催概要〉

写真上：基調講演講師 田村 馨 氏
（福岡大学商学部教授）

写真下：特別講演講師 内田 勝規 氏
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FFG�
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佐世保駅

松浦鉄
道

西九州
自動車

道

35

11

ふくおかフィナンシャルグループ佐世保ビル オープン

佐世保市三浦町の国道３５号線沿いにある福岡銀行佐世保支店跡地に、ふくおかフィナンシャルグループ佐

世保ビルがオープン致しました。今回は、１０月に誕生した同ビルの概要について紹介いたします。

ふくおかフィナンシャルグルー

プ（ＦＦＧ）では、長崎県佐世保地

区におけるフラッグシップビルと

して「ふくおかフィナンシャルグ

ループ佐世保ビル（略称：ＦＦＧ

佐世保ビル）」を１０月１８日にオー

プン致しました。

当ビルには、福岡銀行と親和銀

行の営業店が入居したほか、お客

様の様々な目的に応じた最良の

サービスがご提供出来るよう、利

便性の向上とともに、機能性を考

慮したフロア構成となっています。

１階の自動サービスコーナーで

は、福岡銀行２台、親和銀行６台

の計８台のＡＴ

Ｍを設置したほ

か、土曜日や日

祝日の営業時間

も拡大し預金の

出し入れ等の利

用がしやすくな

りました。２～

３階は、これま

で佐世保四ヶ町

アーケード内で

営業していた親

和銀行京町支店が「佐世保支店」

へ名称変更し移転。２階はご預

金・資産運用窓口、３階はご融

資・ローン窓口として営業してお

ります。特に資産運用窓口につい

ては相談専用のブースを設置し、

相談業務の充実を図りました。４

階の親和銀行佐世保セミナールー

ムでは、各種セミナーを開催し金

融をはじめとする様々な情報をお

客様へ発信致します。５階は佐世

保市内で仮店舗営業していた福岡

銀行佐世保支店が入りました。両

店舗とも店内は木目調のデザイン

を多用してお客様に心地良い空間

を提供できる工夫を凝らし、快適

で機能的な店舗となっています。

このほか、環境に配慮した取り

組みとして、バリアフリーの多目

的トイレや屋上には太陽光発電パ

ネルを設置したほか、ＡＴＭコー

ナーにＬＥＤ照明を採用したり、

氷蓄熱システムによる夜間電力の

活用等を行っています。

ふくおかフィナンシャルグルー

プでは、ＦＦＧ佐世保ビルを長崎

県北部における重要な営業拠点と

してスタートさせました。これか

らも「あなたのいちばんに。」の

スローガンの下、各種サービス面

で皆様のご要望にこれまで以上に

お応え出来るよう、一層努力して

参ります。

（池田 晋介）

ＦＦＧニュース

ふくおかフィナンシャルグループ佐世保ビル
〒８５７‐０８６３ 佐世保市三浦町１番２６号
親和銀行佐世保支店 ℡０９５６‐２２‐４１２６
福岡銀行佐世保支店 ℡０９５６‐２３‐４１１１
交通手段：ＪＲ「佐世保駅」下車 徒歩３分

：佐世保市営バス、西肥バス「戸尾町」下車 徒歩１分

【自動サービスコーナー】
営業時間 平 日 ８：００～２１：００

土曜日 ８：００～２１：００
日祝日 ８：００～２１：００

ふくおかフィナンシャルグループ佐世保ビル外観

ふくおかフィナンシャルグループ佐世保ビル開所式

案内地図
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九州の鉱工業生産動向

2003年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年

92.5

104.4

九州
全国

115

110

105

100

95

90

85

80

75

70

65

60

全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている
２０１０年９月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１．９％低下の１０４．４と３ヵ月ぶりに
前月を下回りました。乗用車の生産台数については、前月のエコカー購入の駆け込み需要による反動
から前月比では若干落ち込んだものの、依然として前年比ではプラスを維持しています。また、ＩＣ
の生産数量は前月比で微減となりましたが引き続き８億個となる等高水準を維持しており、生産活動
は持ち直しの動きが続いています。

［業種別動向］……………電子部品・デバイス、輸送機械等１７業種中
１０業種がマイナスに寄与

業種別にみると、大型ビル向けの鉄骨や橋梁等の生産が伸びた金属製品や海外の発電プラント向け
関連設備の生産が好調だった一般機械でプラスに寄与しました。一方、前月デジタル家電向け等の生
産が大幅に伸びた反動から電子部品・デバイスが低下したほか、エコカー購入に係る補助金の打ち切
りにより国内向け乗用車の生産が落ち込んだ輸送機械等、全１７業種中１０業種がマイナスに寄与しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、８月は前月半導体製造装置等の生産が好調だった反動により一般機械は低下したも

のの、北米向けの自動車の生産が伸びた輸送機械等により、総合指数は２ヵ月連続で上昇し、持ち直

しの動きは続いています。

大型小売店販売額は前年割れとなりましたが、業態別では、残暑の影響から飲食料品や夏物商品等

の販売が伸びたスーパーで前年比プラスとなりました。住宅建設は、持家や一戸建て分譲の新規着工

件数の増加等により、７ヵ月連続で前年実績を上回りました。企業倒産は大型倒産に加え、小口倒産

が増加したこともあり負債総額は前年比大幅増となりました。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続で上昇

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比３．２％上昇の９８．６と、２

ヵ月連続で上昇しました。

主要業種をみると、前月半導体製造装置等の生

産が好調だった一般機械（同３．９％低下）や鉄鋼（同

０．７％低下）は低下したものの、化学は同９．５％上

昇、北米向け自動車の生産が好調なことから輸送

機械も同６．１％上昇しました。

［大型小売店］……………依然、前年割れ続く

９月の大型小売店販売額は、大型小売店全体で

の販売額は前年同月比１．６％減の４８５億円と、２６ヵ

月連続で前年比マイナスとなりました。

業態別でみると、残暑が厳しかったことから、

百貨店は秋物衣料の販売が低調となり、同５．５％

減の２０１億円となりました。一方、スーパーでは

飲食料品や夏物商品の販売が引き続き好調で、同

１．４％増の２８５億円となりました。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………７ヵ月連続で前年を上回る

９月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１．６％

増の２，１１２戸と７ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別をみると、貸家は同１４．２％減の９３８戸と

なったものの、減税や住宅エコポイントの影響等

から、持家は同２０．６％増の９１４戸、分譲は、特に

一戸建ての新規着工が伸びたことにより同２６．５％

増の２５８戸となりました。

［公共工事］……………請負金額は３ヵ月連続でマイナス

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比０．３％減の１，２０９件、金額は同

６．９％減の４４６億円と、請負金額は３ヵ月連続で前

年比マイナスとなりました。

発注者別にみると、水道施設のシステム更新や

校舎改築工事等から「市町村」で同２１．６％増となっ

たものの、昨年大型工事の発注があった反動から

「県」で同７．３％減となったほか、「国」（同３４．３％

減）や「独立行政法人等」（同８５．５％減）で大幅に

前年を下回り、全体を押し下げました。

［企業倒産］……………大型倒産の発生等により負債総額は大幅増

１０月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比１７．６％減の２８件、負債

総額は同３３６．７％増の１３３億円と大幅に増加しました。

件数は落ち着いているものの、第３セクターの

大型倒産（約８２億円）が発生したことや、建設業を

中心に販売不振等による小口の倒産が増加したこ

とから、負債総額は大幅に増加しました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、電子部品・デバイスで指数は低下したものの数量は高水準となっているほか、アジ

ア向け小型自動二輪車の需要の伸びから輸送機械の生産が好調だったことにより総合指数は２ヵ月ぶ

りに上昇する等、持ち直しの動きは続いています。

住宅建設は、持家や貸家が増加したことから、９ヵ月ぶりに前年を上回りました。公共工事は件数、

請負金額ともに前年を下回りました。企業倒産は、大型倒産の発生等から負債総額は大幅増となりま

した。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりに上昇

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比８．０％上昇の１０２．８と２ヵ

月ぶりに上昇しました。

主要業種別にみると、電子部品・デバイスは同

２．５％減と低下しましたが、数量は高水準となっ

ています。また、アジア向け小型自動二輪車の需

要の伸びにより輸送機械の生産が好調だったこと

から同１７．８％増と大幅に増加しました。

［大型小売店］……………主力の衣料品が伸びず前年割れ

９月の大型小売店販売額は、前年同月比１．４％

減の１２２億円と、２３ヵ月連続で前年を下回りました。

商品別でみると、主力の衣料品は婦人服を中心

に同９．２％減と低調でした。一方、残暑の影響か

ら飲食料品が同２．４％増となったほか、増税前の

たばこの駆け込み需要等からその他の商品が同

５．２％増と、前年を上回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………９ヵ月ぶりに前年を上回る

９月の新設住宅着工戸数は、前年同月比６．６％

増の８０６戸と９ヵ月ぶりに前年を上回りました。

用途別にみると、分譲はマンションの新規着工

が無かったことから同６１．２％減の４０戸となったも

のの、持家は同１７．８％増の４３７戸、貸家は昨年落

ち込んだ反動から同１６．８％増の３２７戸と前年比プ

ラスとなりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を下回る

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２８．２％減の６７３件、金額が同

３４．５％減の２０４億円となり、件数、請負金額とも

に前年を大幅に下回りました。

発注者別の請負金額をみると、送水場電気設備

工事等により「市町村」が同６．１％増と伸びたも

のの、昨年大型工事が相次いだ「国」や「県」で

ほぼ半減したことから、前年割れとなりました。

［企業倒産］……………大型倒産の発生により負債総額は大幅に前年を上回る

１０月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比１３．３％増の１７件、負債

総額は同７０９．４％増の８３億円となりました。

３０億円を超える化学関連メーカーの大型倒産の

発生のほか、建設業を中心とした小口の倒産も重

なったことから、負債総額は大幅に前年を上回り

ました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 一般機械工業 電子部品・デバイス工業（右軸）
輸送機械工業 食料品・たばこ工業
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、発電プラント向け蒸気タービン等の一般機械や電子部品・デバイスの生産が伸びた

ことから、総合指数は３ヵ月ぶりに上昇しました。

大型小売店販売額は、残暑の影響からクーラーや夏物商品等の売上が好調だったこと等により３ヵ

月連続で前年を上回っています。住宅建設も、持家や従業員向けの社宅等が増加したこと等により３

ヵ月連続で前年を上回りました。また、企業倒産は、件数、負債総額ともに低水準で推移しています。

［生産活動］……………３ヵ月ぶりに総合指数は上昇

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比６．３％上昇し１５０．９となり

ました。

業種別でみると、発電プラント向け蒸気タービ

ンやボイラーの生産の伸びから一般機械が同

４１．２％上昇したほか、半導体集積回路の生産が好

調だったことから電子部品・デバイスは同１．８％

上昇しました。

［大型小売店］……………３ヵ月連続で前年を上回る

９月の大型小売店販売額は、前年同月比２．３％

増の８７億円と、３ヵ月連続で前年を上回りました。

商品別では、主力の衣料品は、残暑の影響から

秋物の婦人服の販売が伸びず同５．０％減と前年を

下回りました。一方、クーラー等新エコポイント

対象家電や夏物商品等の売上が好調に推移したこ

とにより、全体では前年実績を上回りました。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………３ヵ月連続で前年を上回る

９月の新設住宅着工戸数は、前年同月比３６．２％

増の５９５戸と３ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別にみると、分譲はマンションの新規着工

の実績が無かったことから同７９．７％減の１６戸と前

年を下回りました。一方、持家は同５．７％増の２４０

戸、昨年低水準だった貸家はその反動から同

６１．１％増の２０３戸、従業員向けの社宅の建築着工

により、給与は２７．２倍増の１３６戸となりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年割れ

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２８．９％減の４８９件、金額が同

２１．７％減の２０７億円と、件数、請負金額ともに前

年割れとなりました。

発注者別の請負金額をみると、九州新幹線関連

工事等により「独立行政法人等」は同３２６．２％増

と前年を上回ったものの、昨年大口案件が発生し

た反動から「国」「県」「市町」「その他」いずれ

も前年を下回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

１０月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比７２．７％減の３件、負債

総額が同９８．８％減の１億円となりました。

厳しい経営環境下において、「中小企業金融円

滑化法」施行以降、件数、負債総額ともに低水準

で推移しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．８ ８３．１ ▲１８．３ ８３．８ ▲１８．４ ９５．０ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７

９ ８４．６ ▲１７．５ ８５．６ ▲１６．２ ９４．４ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４
７ ９４．８ １４．２ ９６．５ １４．７ ９６．７ １．３ ８．８ ２３．５ １５．７ １１，４１０ ▲８．８ ６，９５１ ▲７．９
８ ９４．３ １５．１ ９５．７ １５．８ ９７．５ ２．６ １０．１ １５．５ １７．９ ９，２１６ ▲８．４ ６，３１５ １．３
９ ９２．８ １１．５ ９５．２ １２．６ ９７．６ ３．４ ▲１０．３ １４．３ １０．０ １１，６２０ ▲１８．８ ７，４９８ ４８．４

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，７０４ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４

９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３９ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０９ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１５ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．１ ▲０．１ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．９ ０．５ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９
７ ６８，７８５ ４．３ ４．４ ▲５．９ ２７．２ １０２．７ ▲０．２ ９９．２ ▲０．９ １７，１８９ ▲１．０ ３０７，０１５ １５．５
８ ７１，９７２ ２０．５ １５．５ １６．９ ３５．２ １０２．８ ０．０ ９９．５ ▲０．９ １５，５００ ▲１．３ ２６７，４２６ ４８．９
９ ７１，９９８ １７．７ １２．９ ２．２ ５８．９ １０２．８ ▲０．１ ９９．８ ▲０．６ １４，７８１ ▲１．１ ２７８，００２ ▲５．３

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４

９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６
７ １１３，１９６ ６．５ ４６３，４４７ ▲１．３ ３１６，６５９ ０．０ ０．５３ ５．２ １，０６６ ▲２３．１ ５７，３５４ １．９ ４０，８５８ ▲１．６
８ １０１，４３３ ２１．１ ３８８，４７８ ▲０．３ ３２３，７５８ １．８ ０．５４ ５．１ １，０６４ ▲１４．３ ５７，４０９ ２．３ ４０，６７５ ▲１．７
９ １２２，３８０ ２．２ ３５２，２４４ １．０ ３０７，４３７ １．９ ０．５５ ５．０ １，１０２ ▲４．６ ５７，７５２ ２．４ ４１，０４４ ▲１．５

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０

９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１
７ ３０．７ １４．６ ３６１ ▲６．８ ３７８ ２０６．０ ２，４４１ ７．２ ▲２．２ ▲２．９ １９．１ ９８．６ ▲０．９ ６０，０６６ ▲２．０
８ ２０．１ ２６．７ ３５７ ▲７．３ １６４ ▲９．８ ２，９３１ ５１．２ ２８．７ ３５．１ １７１．８ ９９．０ ▲０．７ ５１，６４４ ▲３．８
９ ２０．３ １０．６ ４４６ ▲６．９ ２０５ ▲２７．６ ２，１１２ １．６ ２０．６ ▲１４．２ ２６．５ ９９．２ ▲０．６ ４８，５３２ ▲１．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２００９．８ ８３．４ ▲１７．７ ８２．４ ▲１４．４ ６７．６ ▲４０．５ ７１．７ ▲３５．８ ９１．６ ▲１５．６ ８２．７ ▲１６．７ １１０．８ ▲１１．０

９ ８５．３ ▲１４．２ ８４．５ ▲１３．２ ７２．６ ▲３６．７ ７０．７ ▲３７．２ ９６．３ ▲８．７ ８５．４ ▲１２．７ １０５．６ ▲９．４
１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８３．４ ▲１０．２ １０３．０ ▲１３．２
１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８５．３ １．８ １００．６ ▲１９．０
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６ ９２．９ １７．３ １０２．８ ３９．５ ９１．５ ４２．９ ９２．６ ４１．６ １０６．４ ２８．１ ９１．８ １７．０ １５９．６ ３７．１
７ ９５．５ １５．８ ９６．１ １８．８ ８９．４ ３７．６ ９７．３ ４７．５ １１２．４ ２６．４ ９６．３ １５．５ １３４．６ ５．０
８ ９８．６ １８．８ ９５．４ １６．０ ９６．７ ４３．５ ９３．５ ３０．４ １１９．３ ３０．７ ９８．９ １９．７ １２８．５ １６．２
９

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９

９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２
７ １１，７３０ １４．６ ５，０９３ １７．６ ４２６，１７０ ▲５．９ ２９９，０８９ ▲１．１ ０．４６ ２５ ▲４４．４ １８１，６３０ ３．１ １３７，８７９ ０．２
８ １０，９０３ ４６．３ ４，４８８ ２９．２ ３６５，５６３ ４．５ ２７８，５１９ ▲９．１ ０．４６ ３５ ６．１ １８０，５３２ ２．５ １３６，９５６ ▲０．４
９ １０，２９５ ▲１０．１ ５，０５３ ２．７ ３１４，３６０ ▲２．５ ２９４，９３７ ▲５．５ ０．４７ ４５ ２．３ １８０，０８７ ２．５ １３８，３９４ ０．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．８ ８０．４ ▲２０．４ ９４．７ ▲８．３ １０７．８ ▲１８．３ ４０．１ ▲４４．５ ７５．３ ▲２１．５ ７８．６ ▲２０．４ １０６．９ ▲１３．９

９ ８２．７ ▲１８．６ ９３．３ ３．６ １１４．３ ▲１３．９ ４９．０ ▲２４．９ ６５．９ ▲３６．０ ８０．４ ▲１８．５ １０２．５ ▲１４．３
１０ ８１．２ ▲１８．９ ９８．０ ０．６ １０９．３ ▲１７．０ ４６．０ ▲２９．４ ６５．７ ▲３５．０ ７８．８ ▲１９．５ ９６．６ ▲２５．８
１１ ８４．７ ▲１０．０ ９５．０ ０．３ １１７．４ ０．９ ５４．７ ▲０．５ ６７．９ ▲２９．１ ８１．７ ▲１０．８ ９３．４ ▲３０．４
１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７
２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ９０．０ ▲４．２ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６ ９８．６ ２５．４ ９８．６ ０．８ １１２．７ ４．８ ５５．２ ２１．６ ７７．５ ９．５ ９３．２ １８．８ ９２．１ ▲１８．０
７ ９５．３ １７．７ ９２．４ ▲６．７ １１７．１ ５．０ １０３．６ １１０．９ ７１．２ ２．０ ８７．７ １０．６ ９６．７ ▲１１．８
８ １０２．８ ２９．４ ９７．９ ５．０ １１４．２ ８．０ １０１．５ １５８．９ ８３．９ １３．５ ９７．８ ２６．２ ９６．７ ▲９．５
９

出所 熊本県統計調査課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２

９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３
７ ２０．０ ▲６．２ １３２ ▲２０．３ ７６ ２７．１ ８２７ ▲１０．６ ０．３ ▲３０．３ １３９．５ ９９．８ ▲０．４ １５，４９６ ▲２．４
８ ３３．１ ６３．２ １５１ ▲２１．３ ８０ ５７．３ ６７３ ▲１０．３ ３２．４ ▲４３．３ ▲１９．２ １００．１ ▲０．３ １３，２９５ ▲３．６
９ ３２．９ ▲２．８ ２０４ ▲３４．５ １０５ ５３．８ ８０６ ６．６ １７．８ １６．８ ▲６１．２ １００．５ ▲０．１ １２，２１７ ▲１．４

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２

９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７
７ ４，２９５ ３４．１ ２，３８８ １２．８ ４１５，６１８ ６．２ ２９５，４６０ ▲３．２ ０．４７ ６ ▲４０．０ ５０，５２１ ３．４ ２９，４６０ ０．７
８ ３，７２７ ６２．４ ２，１４５ １８．４ ３１３，１６４ ▲１．６ ２８０，４２４ ▲１．１ ０．４８ ７ ０．０ ５０，０６１ ２．２ ２９，４８５ １．０
９ ３，６６７ ▲３．０ ２，４９２ ８．３ ３０９，９４８ ▲９．２ ２７７，５００ ▲１５．９ ０．４８ １１ ５７．１ ５０，０９９ ２．８ ２９，８３０ １．３

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８

９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４
７ １４．４ ３９．０ ４，１４８ ６．２ ２２５ ▲８．５ ３５ ２７．７ ４９７ ３７．７ １５．１ ６５．３ ２３．１ ２６９ １０．９ ９９．０ ▲０．６
８ ２２．８ ７．４ ４，２９０ ▲６．１ １５２ ▲１８．７ ５７ ２９９．９ ４３１ １５．５ ３６．４ ▲５．３ ５５．６ ５６６ ５．０ ９９．３ ▲０．７
９ ▲３８．４ ７４．２ ０ ▲１００．０ ２０７ ▲２１．７ ５７ ２．６ ５９５ ３６．２ ５．７ ６１．１ ▲７９．７ ３２８ ▲１１．６ ９９．３ ▲０．４

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．８ １４５．４ ▲８．２ １７６．６ ▲３．２ １０５．６ ３．７ ２２８．７ ▲１１．８ １０９．２ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５

９ １４８．０ ０．４ １６０．２ ▲４．３ １０５．０ ０．９ ２４４．０ １１．２ １０４．４ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ １４７．１ ▲１０．５ １９４．７ ７０．８ １０４．０ ０．６ ２１６．３ ▲３９．１ １１０．６ ▲５．５ １９０ ▲２．６ ２８０ ３５．６ ２２．２
７ １４２．０ ▲１．９ １５３．０ １７．８ １０９．６ ３．１ ２２１．５ ▲８．４ １１８．３ ▲１０．５ １５６ ▲２０．３ １９０ ▲５．６ ０．６
８ １５０．９ ５．６ ２１６．１ ２２．５ １０８．８ ４．４ ２２５．４ ２．３ １０７．１ ０．０ ４１ ▲７６．３ ５ ▲９７．２ ６．１
９ ▲１７．０

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１

９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７
７ １１，２０５ ２．０ ２，５０５ ２６．６ １，８８１ ０．３４８７，０４１ ２８．５２８８，３２６ ▲６．０ ０．４８ ７ ０．０ ４２，０４１ ０．９ ２２，９０５ ▲１．５
８ ９，８３４ ０．１ ２，３７６ ６５．９ １，７６３ １８．３４０２，１７６ ２９．５３４５，９５７ ２６．７ ０．４７ ３ ▲７２．７ ４１，７８２ ０．２ ２２，８４７ ▲１．７
９ ８，６７４ ２．３ ２，２９８ ▲０．７ １，９１０ ▲２．５３９５，９８１ ３０．４２７５，２２６ ６．０ ０．４９ ７ ４５．０ ４１，６３１ １．５ ２２，７７４ ▲０．８

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合
調査グループまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際貿易中心 ２０１０中国北京国際食品展示会
１２月１日～１２月３日

２０１０中国国際都市発展と不動産運営投資交易会

２０１０中国北京欧米超一流家具展覧会 １２月９日～１２月１９日

中国国際展覧中心 ２０１０中国国際福祉博覧会 １２月３日～１２月５日

第２１回中国国際釣り用品貿易展覧会 １２月１７日～１２月１９日

中国創業ブランド加盟展覧会 １２月１８日～１２月１９日

第１２回中国自動車用品及び自動車改装展覧会 ２月２５日～２月２７日

第１８回中国（北京）国際建築装飾及び材料博覧会 ３月２日～３月５日

中国北京国際供熱、空調、入浴設備及び都市建設設備と技術展覧会 ３月３日～３月５日

第１０回中国国際ドア展覧会 ３月９日～３月１２日

第５５回全国自動車補修検査測定診断設備展覧会
３月１６日～３月１９日

北京国際自動車用品展覧会

２０１１中国北京国際ギフト、贈呈品及び家庭用品展覧会
３月２２日～３月２４日

２０１１年第１１回中国（北京）国際石油化学技術装備展覧会

２０１１年中国国際ラジオ放送、テレビ情報ネットワーク展覧会 ３月２３日～３月２５日

大連
大連星海会展中心 大連市冬季ブランド服装服飾展覧会 １２月１１日～１２月２０日

第１４回大連国際迎新春ブランド商品博覧会 １２月１７日～１２月２６日

蘇州
蘇州国際博覧センター ２０１０中国（蘇州）高品質農産物展示販売会 １２月１日

上花（蘇州）２０１０年秋季漁具展 １２月１０日～１２月１２日

上海
上海新国際博覧中心 ２０１０上海国際断熱防音材料、外壁技術、モルタル工業展覧会／２０１０上海国

際床材工業展覧会／２０１０上海装飾内装及び省エネルギー建築設計展覧会
１１月３０日～１２月２日

上海国際自動車部品、修理点検設備及びサービス用品展覧会 １２月８日～１２月１１日

上海世貿商城（上海マート） ２０１０上海アジア小売自社ブランド製品ショー １２月８日～１２月１０日

２０１０上海生地及びニット製品展示会 １２月１６日～１２月１８日

上海光大会展中心 ２０１０中国国際精細化工及び化学品展覧会
１２月１日～１２月３日

２０１０上海国際バグフィルター集麈技術及び設備展覧会

２０１０第９回上海国際照明展覧会

１２月６日～１２月８日

２０１０中国（上海）ＬＥＤ展覧会

２０１０中国塔設備及び塔内設備展覧会、上海工業防腐展覧会

上海膜分離及び濾過技術展覧会：２０１０カラーマスターバッチ及び機能性マスターバッ
チ、フッ素樹脂工業及び加工技術設備、生分解性プラスチック及び分解材料展覧会

親子家庭博覧会 １２月１０日～１２月１２日

２０１０中国（上海）国際漁業博覧会 １２月１０日～１２月１３日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

上海光大会展中心 ２０１０第８回上海医療器械展覧会

１２月１３日～１２月１５日
２０１０第１０回上海身障者・高齢者介護リハビリ用品展覧会

２０１０第８回上海家庭医療用品展覧会

２０１０上海検査医学及び輸血用品展覧会

２０１０テレビ通販展覧会
１２月１７日～１２月１９日

２０１０テント天幕上海博覧会

２０１０上海軍用民用、船舶技術設備、特別車両及び上海航空宇宙技術、
空港施設建設展覧会：２０１０上海模型、工具技術設備展覧会

１２月２３日～１２月２５日

第１０回全国農産品（上海）交易博覧会
１２月３１日～１月４日

第１０回中国健康食品及び有機食品（上海）展覧会

上海国際展覧中心 第１３回中国国際接着剤及び密閉剤展覧会
１２月１日～１２月３日

第５回中国国際粘着剤及びラベル展覧会

第１回（２０１０）上海国際美術材料展覧会 １２月８日～１２月１２日

中国国際ラベル技術展覧会 １２月１５日～１２月１７日

香港・マカオ
Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

HKTDC香港ベイビープロダクトフェア

１月１０日～１月１３日香港国際文具フェア２０１１

HKTDC香港玩具＆ゲームフェア

HKTDC香港ファッションウィーク 秋・冬
１月１７日～１月２０日

HKTDC香港国際ブティック

第６回香港ペットショー ２月１８日～２月２０日

香港国際毛皮ファッションフェア２０１１ ２月２５日～２月２８日

香港国際ジュエリーショー ３月４日～３月８日

香港婚礼展示会２０１１ ３月１１日～３月１３日

Interstoff Asia Essential Spring２０１１（衣料フェア） ３月１６日～３月１８日

香港国際映画＆テレビ市場（フィルムアート）２０１１ ３月２１日～３月２４日

香港モードランジェリー展示会（女性下着展示会） ３月３０日～３月３１日

Asia World-Expo アジアファッションジュエリー＆アクセサリーフェア ３月３日～３月６日

アジアエアロスペース国際エキスポ２０１１ ３月８日～３月１０日

Cartesin Asia２０１１（スマートテクノロジーエキスポ） ３月２９日～３月３１日

広州
広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
{Pazhou} Complex）

第１７回広州ホテル機器・備品展示会

１月６日～１月８日第１７回広州清掃機器展示会

２０１１年広州ホテルフード・飲料展示会

２０１１年広州ニューイヤーコモディティフェア １月１５日～１月２６日

第８回広州自動車用エアコン・コールドチェーン貨物輸送車展示会 ２月２４日～２月２６日

サインチャイナ２０１１＆ＬＥＤチャイナ２０１１ ３月１日～３月４日

第１６回華南歯科国際エキスポ２０１１ ３月２日～３月５日

第８回広州国際レジャー・レクレーション産業エキスポ２０１１ ３月３日～３月５日

中国（広州）国際工場オートメーション＆器械展示会Ｃ

３月９日～３月１１日広州国際ビューティ＆コスメティック輸出入エキスポ２０１１

第１８回華南国際印刷産業展示会
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

場 所 展 覧 会 名 期 間

広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
{Pazhou} Complex）

中国国際ラベル印刷技術展示会 ３月９日～３月１１日

第９回中国（広州）国際音響＆電飾エキスポ２０１１
３月９日～３月１２日

第８回中国（広州）国際音響機器エキスポ２０１１

第２７回中国（広州）国際家具・家庭用装飾・家庭用品展示会

３月１８日～３月２１日中国国際家庭用衣料貿易フェア２０１１

中国国際アウトドア＆レジャーフェア２０１１

第２７回中国（広州）国際家具フェア・オフィス家具ショー
３月２７日～３月３０日

中国国際木工機械＆家具原材料フェア

保利世貿博覧館
（Poly World Trade Expo Centre）

第１７回アルミ建具＆カーテンウォールエキスポ２０１１ ３月１８日～３月２０日

第１０回中国（広州）国際フットウェアエキスポ ３月２４日～３月２６日

《バンコク》
バンコク国際貿易展示センター
（Bangkok International Trade &
Exhibition Centre）

国際飼料生産・処理展示会 ３月９日～３月１１日

Queen Sirikit National
Convention Centre

ファッション＆ビューティエキスポ２０１１ ２月３日～２月６日

Hotelex & Decor２０１１ ３月３日～３月６日

Impact Exhibition &
Convention Centre

タイメガショー２０１１（家具・装飾品・旅行用品・レジャー用品・健康美容関連・スパ・ファッション・ジュエリー他） １月１５日～１月２３日

タイグランドエキスポ２０１１（家具）

２月１２日～２月２０日

タイグランドエキスポ２０１１（婚礼）

タイグランドエキスポ２０１１（ファッション＆フード）

タイグランドエキスポ２０１１（テレビ＆エレクトロニクス）

タイグランドエキスポ２０１１（ビューティ・スパ・健康・スポーツ関連）

タイグランドエキスポ２０１１（家庭用設備関連）

タイグランドエキスポ２０１１（旅行用関連）

タイグランドエキスポ２０１１（ブック）

オフィスオートメーションネットワーク＆ステーショナリーフェア２０１１
２月２４日～２月２７日

防火設備機器展示会２０１１

第４７回バンコク装飾品・ジュエリーフェア ２月２５日～３月１日

第３２回バンコク国際モーターショー２０１１ ３月２３日～４月５日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh Tan Binh
Exhibition & Convention
Centre

ベトナム海事関連産業国際展示会 ３月９日～３月１１日

第７回ベトナム国際冷暖房・換気・冷蔵・空気清浄システム展示会

３月１６日～３月１８日上下水処理システム・技術国際展示会

水・空気・ガス処理システム国際展示会

Saigon Exhibition &
Convention Centre

ベトナム国際家具＆ホームアクセサリー展示会２０１１ ３月１１日～３月１４日

第６回梱包処理展示会

３月２３日～３月２５日第３回製薬製造器具・試験・科学器具展示会

プラスティック・ラバーテクノロジー＆原材料国際展示会

Vietnam Exhibition & Fair
Centre, Giang Vo, Hanoi

ホテル・レストラン・ケータリング産業国際展示会�

３月９日～３月１１日
フード・ドリンク展示会

ワイン・ビール・スピリッツ産業国際展示会

ベトナム醸造原料＆技術ショー
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ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福岡会場 ：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

１２月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナ－もございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投信報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｎ 年金

Ｅ・ＫＥ 生命保険 Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

2
�

Ｂ
４１

日本株式市場の動向
について

講師：大和証券投資信託委託

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｆ
３６

第一部：年末年始海外での
過ごし方のススメ

第二部：お気軽な
ショートクルーズ

講師：株式会社エイチ・アイ・エス
九州・中国営業本部

１４：００～

１５：３０

８０
名

4
�

Ｎ
２

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１０：３０～

１２：３０

５０
名

8
�

Ａ
６９

投資信託運用報告会※

『凄腕』

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

10
�

Ｂ
４２

資源国の投資環境
について

講師：ＤＩＡＭアセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｃ
４５

かんたん住まいの
お手入れ基礎講座

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

セミナー案内

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

18
�

Ａ
７０

投資信託運用報告会※

『マイストーリー』

講師：野村アセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｂ
４３

投資信託の税金
～分配・換金時の税金を徹底研究～

講師：野村アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を
行うことがあります。�

■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所
定の手数料等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定
された販売手数料及び信託報酬等の諸経費、個人
年金保険の場合は、契約初期費用のほか、保険関係
費用・運用関係費用・年金管理費用等の諸経費、等）
をご負担いただく場合があります。また、各商品等
には価格の変動等により損失を生じるおそれがあ
ります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なり
ますので、当該商品等の「契約締結前交付書面」や
「投資信託説明書（交付目論見書）」、「年金保険ご
契約のしおり・約款」またはお客様向け資料等をよ
くお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

1
�

ＫＦ
１２

第一部：年末年始海外での
過ごし方のススメ

第二部：お気軽な
ショートクルーズ

講師：株式会社エイチ・アイ・エス
九州・中国営業本部

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＢ
２９

日本株式市場の動向
について

講師：大和証券投資信託委託

１４：００～

１５：３０

８０
名

9
�

ＫＡ
２３

投資信託運用報告会※

『凄腕』

講師：三菱ＵＦＪ投信

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＢ
３０

資源国の投資環境
について

講師：ＤＩＡＭアセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

13
�

ＫＣ
３２

かんたん住まいの
お手入れ基礎講座

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

17
�

ＫＡ
２４

投資信託運用報告会※

『マイストーリー』

講師：野村アセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＢ
３１

投資信託の税金
～分配・換金時の税金を徹底研究～

講師：野村アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２２年１１月１日現在
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ＦＦＧ次世代創造プログラムのご案内
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ＦＦＧ経営者クラブ 新サービスのご案内
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